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平成29年 5月23日開催 
第510回 理 事 会可決 
第159回 評議員会承認 

学校法人福岡学園 平成 28 年度事業報告の概要 

 

１．「口腔医学の学問体系の確立・育成」について 

10 月に福岡歯科大学が主幹校となり第23回日本歯科医学会総会を企画・運営し、「未来の歯科

のあるべき姿－口腔医学の学問体系の確立－」を演題とした国際セッションシンポジウムや「口

から食べて豊かな人生」をテーマとした公開フォーラムを実施しました。また、口腔医学の創設・

育成を推進するために昨年度設立した「田中健藏基金」による第 1回目の事業として大学院生、

医員に対し学会等参加時の旅費の支援を行いました。 

  戦略的大学連携事業「口腔医学の学問体系の確立と医学・歯学教育体制の再考」（文部科学省選

定、助成期間：平成 20 年～22 年度）については、岩手地区において口腔医学シンポジウム「口

腔と精神医学」を開催し、精神症状に対する歯科医の対応や歯科治療の重要性について医師の立

場から講演を行い、多数の参加者を得ました。 

このほか、高度化・多様化する医療・看護ニーズに対応できる専門知識と技術を有し、その人

らしい最適な暮らし（well-being）を支える看護専門職の育成を目的に、「福岡看護大学」の設

置準備を進め、8月 31日付けで文部科学大臣より設置認可を受けました。この看護大学は、本学

園グループの特性を活かして、他職種との連携、在宅高齢者への看護実践能力のほか、口腔を起

点とした全身への健康支援ができる能力の育成を特色としており、地域医療の発展への更なる貢

献を目指します。 

２．教育の改善・充実等について 

（１）平成 25年度からの継続事業である「私立大学等改革総合支援事業」（文部科学省及び日本私

立学校振興・共済事業団が共同実施）において、今年度も引き続き、福岡歯科大学及び福岡医療

短期大学ともに、タイプ１「大学教育の質転換」に採択され、「大学力」の向上のため組織的・体

系的に大学改革に取組む大学として評価、支援を受けました。 

（２）平成26年度から5年計画で採択された「大学教育再生加速プログラム（AP）」（文部科学省実

施）については、歯科大学、短期大学ともに三つのポリシー(アドミッション、カリキュラム、デ

ィプロマ･ポリシー)を改訂するなど、修学支援に活かす取組みを推進しました。また、大学、短

期大学ともに文部科学省に1年間の事業延長を申請し承認されました。 

（３）歯科大学においては、診療参加型臨床実習の質を確保するため、臨床実習後の OSCE導入を見

据えた独自の総括的評価を行いました。また、「必須学力統合試験」の導入に向け、第 1～3学年

に対し引き続き総合試験トライアルを実施しました。さらに、国家試験、共用試験について高い

意識で学習を行うことを目的に、合格基準を平成29年度から引き上げることとしました。 

（４）大学院では、三つのポリシーを体系的に見直すとともに、学部学生の大学院進学を最優先課

題とし、特待生制度の新設、奨学制度の改正のほか、ホームページのリニューアル等にも取組み、

平成29年度入学生は16名（定員18名）となりました。 

（５）短期大学では、歯科衛生学科において、介護職員初任者研修の講義・実習を行い、42名が資

格を取得しました。また、保健福祉学科において、医療的ケア基本研修を実施し、実地研修評価

に合格した 26 名に対し「喀痰吸引等研修修了証」を交付しました。専攻科では、20 名全員が大

学改革支援･学位授与機構より学士の学位を取得しました。 

（６）「第 110 回歯科医師国家試験」は、既卒者を含めた合格率が 37.9％でした。この結果を踏ま

え、現状分析と今後の対応方針に関する説明会を大学長主催で講師以上の全教員を対象に実施し

ました。短期大学の「第26回歯科衛生士国家試験」は、受験者94名全員が合格し、合格率100％

を達成しました。 

３．研究の活性化について 

（１）研究マインドを持った人材を育成するため、研究に関心のある学生を支援する「学生研究支

援プログラム」を立ち上げました。 

（２）研究業績として、専任教員の総論文数（著書、総説、原著論文、症例報告等）は、福岡歯科

大学は前年度 191 編が 233 編（うち欧文 93 編）に、福岡医療短期大学は前年度 21 編が 18 編（う

ち欧文 3 編）になりました。 

（３）先端科学研究センターでは、5 年計画の研究「疾患の発症と進展を抑制する分子基盤」の 3

年目にあたり、基盤を確立する研究を活発に行い、環境ストレスによる突然変異や遺伝子の発現

異常を抑える機構を分子レベルで解明し、がんや口腔疾患の診断や治療に役立つ研究へと展開す 
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ることとしています。 

（４）再生医学研究センターでは、文部科学省の新規研究ブランディング事業の核として、採択に

向け新しい組織再生法の開発や治療法を柱としたプロジェクトの具体化を検討しています。 

（５）老化制御研究センターは、「老化の抑制と疾患の制御における環境ストレスとゲノムの応答」

の研究を実施し、文部科学省の事業支援の最終年度にあたる28年度は、5年間の実績（原著論文･

総説145報、図書16冊、学会発表237報）を報告書として出版しました。 

４．学生の支援等について 

（１）歯科大学では、第1学年の成績不振者及び希望者に従来の理数系基礎科目 4科目に文系基礎

科目 1科目を加えた 5科目の修学支援を実施したほか、学生ホールに小グループ学習等に対応で

きる環境を整備しました。 

（２）短期大学では、成績不振学生に対する補習授業を土曜日を含めた課外時間に実施したほか、

パソコン教室のパソコンを全て更新し、学内LANを整備するなど、学習環境の整備を行いました。

また、保健福祉学科では、介護福祉士の質向上を主な目的とする介護福祉士実務者学校（通信課

程）の指定を九州厚生局（文部科学省共管）から得て、平成29年 4月より開講することとしまし

た。 

（３）学生募集について、平成29年度入学者数は、歯科大学口腔歯学部87名、大学院16名、看護

大学看護学部119名、短期大学歯科衛生学科64名、専攻科21名、保健福祉学科19名でした。 

５．社会との連携・貢献について 

（１）4 月に発生した熊本地震の被災地への歯科医療救護活動に 2 度にわたり本学教職員を派遣す

るとともに、帰学後には活動内容を学内イベント等で報告したほか、医療・介護ニーズの分析と

支援について検討を行い、支援者教育について平成29年度九地連公募研究事業に選定されました。 

（２）地域連携センターでは、公開講座、出前講座、地域カフェ、生涯研修、セミナー等を開催し、

地域社会の健康維持増進、人材の育成、最新医療情報の発信等に努めたほか、昨年度に引き続き

福岡市から介護予防教室の運営事業者に選定され介護予防プログラムを実施しました。また、地

域の歯科医師会と連携して健康相談の実施、超高齢地区での健康診断並びに歯の無料相談の実施

など、地域社会の活性化及び健康長寿社会の構築に努めました。 

（３）医科歯科総合病院では、新たに医療安全管理担当の病院長補佐を配置し、病院地区の災害対

策組織の改編等に取組みました。また、手術後の誤嚥性肺炎や歯周病の悪化防止のための歯磨き

指導、クリーニングなど歯科衛生士による口腔ケアを充実させました。外来患者数は 1 日平均

673.3人、入院患者数は26.2人でした。新病院建設に向け、他病院の見学を行ったほか、基本コ

ンセプト、診療体制について検討を行うなど準備を進めました。 

（４）口腔医療センターは、開院から 6年目を迎え、新たに臨床研修歯科医（複合型プログラム）

の受入れを開始するなど、実習・研修施設としての充実を図りました。年間患者数は 27,371 人、

1日平均患者数は103.1 人でした。 

（５）介護老人保健施設は、2 階の専門棟と一般棟のフロアーの間仕切りを撤去し、職員配置の効

率化を図りました。入所者数は1日平均68.0人と減少しましたが、通所利用者数は1日平均27.3

人（前年比2.0%増）で過去最高となりました。 

（６）国際交流については、福岡歯科大学はヨーロッパで初めての提携校となる「リバプール大学

歯学部（イギリス）」と学術交流協定を締結したほか、カナダ、中国、韓国の各協定大学と学生交

流・学術交流を継続実施しました。 

６．組織運営について 

（１）本学園の中長期的な将来ビジョンとなる「福岡学園第三次中期構想」を策定し、平成 29年度

から6年間の目標を明確にしました。 

（２）管理運営体制の強化として、平成29年 4月より副病院長3名体制とし、診療部門の再編を行

いました。また、女性の就業環境を改善するため、平成29年 8月を目途に「ぺんぎん保育園」を

開設することとし、準備を進めています。 

（３）外部資金導入として、文部科学省から経営強化集中支援事業、改革総合支援事業選定に係る

補助金のほか、戦略的研究基盤形成支援事業に係る研究費など約 2億円を受け入れました。寄付

金については、個人寄付件数が128件で約600万円を受け入れました。 

（４）平成29年度より学内LANに接続する教職員の全パソコンに共通のウイルス対策ソフトをイン

ストールすることを決定し、学内LANの一定レベルの安全を確保することとしました。 
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平成29年 5月23日開催 
第510回 理 事 会可決 
第159回 評議員会承認 

学校法人福岡学園 平成２８年度事業報告書 

Ⅰ 法人の概要  

１．法人の目的 

学校法人福岡学園は、昭和 48 年に西日本唯一の私立歯科大学として「福岡歯科大学」

を開設し、現在、口腔医学の学問体系の確立・育成と全身の疾患が理解できる医療人の育

成に向けて、特色ある教育研究を行っている。平成 25 年 4 月からは、口腔医学に関する

活動をアピールするとともに、歯学教育や歯科医療の実態に即したものとするため、学部

学科の名称を「口腔歯学部・口腔歯学科」に変更した。また、地域の医療センターとして

の「医科歯科総合病院」のほか、臨床実習の拡充や地域歯科医療の向上等を目的としたサ

テライト施設「口腔医療センター」を博多駅前に有する。この他、全国初の「口腔保健学

士」認定専攻科を持つ「福岡医療短期大学(歯科衛生学科・保健福祉学科)」、全国に先駆

けて設置した高齢者福祉のための「介護老人保健施設 サンシャインシティ」を併設して

いる。さらに、今年度は、8 月に文部科学大臣より福岡看護大学の設置認可を受け、平成

29 年 4 月の開学に向け準備を行った。このように、今日までの一貫した教養と良識を備

えた有能な歯科医師、歯科衛生士、介護福祉士の養成及び教育・研究者を育成することに

加え、超高齢社会に対応した看護師の育成を計画し、医療・保健・福祉の総合学園として、

更なる教育・研究の質の向上及び地域医療・福祉への貢献を目指している。 
 

２．沿革 

昭和47年 7月 学校法人福岡歯科学園寄附行為認可、福岡歯科大学設置認可  

昭和48年 2月 福岡歯科大学附属病院開設 

昭和48年 4月 福岡歯科大学開学 

昭和55年11月 福岡歯科大学附属歯科衛生専門学校設置認可 

昭和56年 4月 福岡歯科大学附属歯科衛生専門学校開校 

昭和60年 3月 福岡歯科大学大学院設置認可 

昭和60年 4月 福岡歯科大学大学院開学 

平成 8年10月 福岡歯科大学附属歯科衛生専門学校の福岡医療福祉専門学校への

校名変更及び同校の社会福祉専門課程設置認可 

平成 8年12月 福岡医療短期大学設置認可 

平成 9年 3月 福岡医療福祉専門学校歯科衛生専門課程募集停止 

平成 9年 4月 福岡医療短期大学開学、福岡医療福祉専門学校開校 

平成11年 2月 福岡医療福祉専門学校歯科衛生専門課程廃止認可 

平成11年 4月 福岡医療短期大学専攻科歯科衛生学専攻開設 

平成11年12月 福岡医療短期大学保健福祉学科設置認可 

平成12年 1月 福岡医療福祉専門学校社会福祉専門課程募集停止 

平成12年 4月 福岡医療短期大学保健福祉学科開設 

平成14年 1月 福岡医療福祉専門学校廃止認可 

平成14年 8月 介護老人保健施設（サンシャイン シティ）開設 

平成15年 4月 福岡医療短期大学歯科衛生学科3年制へ移行 

平成16年 7月 人事考課制度導入 

平成17年 1月 病院名を福岡歯科大学医科歯科総合病院に改称 

平成17年 4月 教員の任期制導入 

平成20年 4月 福岡医療短期大学歯科衛生学科の専攻科が大学評価・学位授与機構

の認可を得て、学士（口腔保健学）の専攻科として認定 

平成23年 6月 法人名を福岡学園に変更認可 

平成23年11月 福岡歯科大学口腔医療センター開設認可 

平成23年12月 福岡歯科大学口腔医療センターを開設 
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平成25年 4月 福岡歯科大学の学部・学科名を口腔歯学部口腔歯学科に変更 

平成28年 8月    福岡看護大学設置認可 
 

３．設置する学校・学部・学科等、その入学定員、学生数等の状況 

（表１）                        （平成 28年 5月 1 日現在） 

学 校 名 学部学科等名 開設年度 修業年限(年) 入学定員(人) 収容定員(人) 在学者数(人) 

福岡歯科大学 

（ 学長  石 川  博 之 ） 

口腔歯学部 

口腔歯学科 
昭和４８年 6 120 720 595 

大学院歯学研究科 昭和６０年 4 18 72 43 

福岡医療短期大学 
（学長 栢 豪洋） 

歯科衛生学科 平成 ９年 3 80 240 254 

保健福祉学科 平成１２年 2 40 80 43 

計   120 320 297 

専攻科 

口腔保健衛生学専攻 
平成１１年 1 20 20 20 

  

施 設 名 区 分 開設年度 定員(人) 
１日当り利用 

平均 (人) 

年間利用 

延数 (人) 

介護老人保健施設 

サンシャインシティ 

（施設長 中島與志行） 

入 所 平成 14 年 85 68.0 24,838 

通 所 平成 14 年 40 27.3 7,983 

 

４．出願者及び入学者等の状況 

 （表２） 

学 校 名 学部学科等名 
平成 28 年度入学者 平成 29 年度入学者 

出願者 受験者 合格者 入学者 出願者 受験者 合格者 入学者 

福岡歯科大学 

口腔歯学部 

口腔歯学科 
321 297 153 97 281 257 162 87 

大学院歯学研究科 13 13 13 12 16 16 16 16 

福岡医療短期大学 

歯科衛生学科 80 78 77 71 71 69 68 64 

保健福祉学科 17 17 17 15 20 19 19 19 

専攻科 

口腔保健衛生学専攻 
21 21 21 20 21 21 21 21 

     
５．教職員数 

（表３）             教 員 数       （平成 28年 5月 1 日現在） 

 教授等 准教授 講師 助教 助手 小計 客員教授 客員准教授 臨床教授 臨床准教授 非常勤講師 合計 

大 学 40 21 38 59 - 158 13 3 21 7 80 282 

短 大 7 4 5 3 - 19 - - - - 24 43 

老 健 1 - - - -   1 - - - - - 1 

看護大 

準備室 
8   8 - - - - - 8 

合 計 48 25 43 62 0 186 13 3 21 7 104 334 

 



 3 

（表４）              職 員 数      （平成 28年 5月 1 日現在） 

 事務職員 技術職員 技能職員 補助職員等 医療職員 介護職員等 医員 合計 

大 学 50 7 3 26 - - - 86 

短 大 3 - -   5  - - - 8 

病 院 11 - - 5 104 - 58 178 

口腔医療センター 1 - - 2 12 - 4 19 

老 健 1 - - 2 18   42 - 63 

看護大 

準備室 
3 - - - - - - 3 

合 計 69 7 3 40 134 42 62 357 

※非常勤職員を含む。 
 

６．役員・評議員・役職教職員 

（平成 28年 5月 1日現在） 

（表５）理事・監事・顧問 15 名 

理 事 長 水 田 祥 代 

常務理事 北 村 憲 司 

理  事 石 川 博 之 

理  事 栢   豪 洋 

理  事 多 田 昭 重 

理  事 瓦 林 達比古 

理  事 宮 口   嚴 

理  事 井 手 孝 行 

理  事 池 邉 哲 郎 

理  事 古谷野   潔 

理  事 長 谷 宏 一 

理  事 海老井 悦 子 

監  事 藤 野 正 春 

監  事 西 方 和 久 

顧  問 岩 﨑 光太郎 

（表７）   役職教職員 

大 学 長 石 川 博 之 

短大学長 栢   豪 洋 

医科歯科総合病院長 池 邉 哲 郎 

医科歯科総合病院副病院長 髙 橋   裕 

医科歯科総合病院副病院長 篠 原 徹 雄 

事務局長 井 手 孝 行 

学生部長 岡 部 幸 司 

情報図書館長 佐 藤 博 信 

口腔・歯学部門長 坂 上 竜 資 

全身管理・医歯学部門長  湯 浅 賢 治 

社会医歯学部門長 埴 岡   隆 

基礎医歯学部門長 山 﨑   純 

 

（表６）  評議員 25 名 

評 議 員 水 田 祥 代 

評 議 員 石 川 博 之 

評 議 員 栢   豪 洋 

評 議 員 池 邉 哲 郎 

評 議 員 井 手 孝 行 

評 議 員 香 月 俊 博 

評 議 員 本 山 久美子 

評 議 員 石 橋 慶 憲 

評 議 員 北 村 憲 司 

評 議 員 篠 原 徹 雄 

評 議 員 朔   啓二郎 

評 議 員 古谷野   潔 

評 議 員 多 田 昭 重 

評 議 員 瓦 林 達比古 

評 議 員 長 谷 宏 一 

評 議 員 海老井 悦 子 

評 議 員 染 矢 廣 美 

評 議 員 前 原 喜 彦 

評 議 員 松 田 峻一良 

評 議 員 江 頭 啓 介 

評 議 員 熊 澤 榮 三 

評 議 員 宮 口   嚴 

評 議 員 武 井 俊 哉 

評 議 員 髙 嶺 明 彦 

評 議 員 髙 橋   裕 
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Ⅱ．事業の概要 

１．教育の改善・充実 

 

１）口腔医学の確立・育成 

本学では、“口腔”を身体の一つの臓器と位

置づけ、現在の歯学教育の高度専門化とともに

一般医学教育を充実させた「口腔医学」を確

立・育成することが、超高齢社会を支える歯科

医学・歯科医療にとって非常に重要であるとの

考えから、「歯学から口腔医学へ」をモットー

に、口腔医学教育・口腔医療の確立・育成のフ

ロントランナーとして、その実践に努めてきた。 

今年度は、その「口腔医学」を推進するため

に、平成 28年 10 月に福岡歯科大学が主幹校と

なり、九州歯科大学、九州大学大学院歯学研究

院、長崎大学歯学部、鹿児島大学歯学部の九州

内 4 大学の協力校とともに、第 23 回日本歯科

医学会総会を開催し、「未来の歯科のあるべき

姿－口腔医学の学問体系の確立－」を演題とし

た国際セッションシンポジウムや「口から食べ

て豊かな人生」を演題とした公開フォーラムを

実施し、実参加者数 9,197 名の歯科の研究者や

臨床医等が参加した。 

また、口腔医学の創設・育成を推進させるた

めに設立された「田中健藏基金」による第１回

目の事業として、大学院生 8名、医員 1名に対

し、学会等参加時の旅費（総額 276 千円）の支

援を実施した。 

その他、平成 20 年度文部科学省選定の戦略

的大学連携事業『口腔医学の学問体系の確立と

医学・歯学教育体制の再考』（助成期間：平成

20年11月20日から22年度まで）については、

助成期間を含めた 10 年間の事業として継続実

施し、本学を代表校とする連携 8大学（九州歯

科大学、北海道医療大学、岩手医科大学、昭和

大学、神奈川歯科大学、鶴見大学、福岡大学、

福岡歯科大学）で作成したシラバスに基づいた

連携大学間でのＴＶ配信授業「医歯学連携演

習」の開講、連携大学間でＦＤ研修会の開催及

び職員の短期研修派遣等に取り組んだ。また、

1月には岩手地区で「口腔と精神医学」をテー

マとして口腔医学シンポジウムを開催し、精神

症状に対する歯科医の対応や歯科治療の重要

性について医師の立場から講演があり、一般の

方をはじめ、医師、歯科医師など、多数の参加

者があった。 

２）福岡看護大学の開学 

高度化、多様化する社会の医療・看護ニーズ

に対応できる専門知識と技術を修得し、地域医

療の質向上と健康長寿社会実現へのさらなる

貢献を果たすとともに、看護を受ける一人ひと

りの尊厳を保ち、その人らしい最適な暮らし

（well‐being）を支える看護専門職の育成を

目的に、福岡看護大学の開学の準備を進め、平

成28年8月31日付けで文部科学大臣より設置

認可を受け、平成 29 年 4 月の開学に向け、オ

ープンキャンパスを 3回開催するとともに、AO

入試、一般入試等を実施し、119 名の学生が入

学手続を行った。この看護大学では、「口腔医

学」を「看護学」に取り入れるなど、本学園グ

ループの特性を活かして、他職種との連携、在

宅高齢者への看護、口腔を起点とした全身への

健康支援ができる看護実践能力の育成を特色

とし、地域医療の発展への貢献を目指している。 

３）「私立大学等改革総合支援事業」に採択 

平成 25 年度から文部科学省及び日本私立学

校振興・共済事業団が共同で実施する継続事業

で、「大学力」の向上のため、大学教育の質的

転換や、特色を発揮して地域の発展を重層的に

支える大学づくりなど、私立大学等が組織的・

体系的に取り組む大学改革の基盤充実を図る

ため、経常費・設備費・施設費を一体として重

点的に支援される。 

(１)福岡歯科大学 

タイプ 1「大学教育の質転換」に採択 

平成 25･26・27 年度採択に引き続き、学長を

中心とした全学的な教学マネジメント体制を

構築することにより教育の質向上(教育の質的

転換)が実践されている大学として、タイプ 1

の「大学教育の質転換」に採択された。本学の

高大連携の取り組みとして、入学前教育の充実

やオープンキャンパスでの模擬授業を実施し

ていることなどが評価された。 

(２)福岡医療短期大学 

タイプ 1「大学教育の質転換」に採択 

平成 25･26･27 年度採択に引き続き、全学的

に建学の精神を生かした教育の質向上(教育の

質的転換)が実践されている大学として、タイ

プ 1の「大学教育の質転換」に採択された。本

学の取り組みとして、①両学科それぞれの専門

教育科目においてアクティブ・ラーニング（学

生の主体的で能動的な学修法）を積極的に実施

していること、②シラバスのチェック体制の強

化を通じて、学生の理解度を高めるための授業

計画の見直しを次年度のシラバスの改善につ

なげていることなどが評価された。 

４）「大学教育再生加速プログラム（AP）」の継

続実施 

平成 26 年度より 5 年計画で文部科学省が実

施する事業で、教育再生実行会議等で示された
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新たな方向性に合致した先進的な取り組みを

実施する大学等に支援される。今年度、大学、

短大ともに 1年延長が許可され、6年間の継続

事業となった。 

(１)福岡歯科大学 

テーマⅡ「学修成果の可視化」の取り組みを

発展させ、平成 26 年 10 月に設置した教育支

援・教学ＩＲ室を中心に、今年度は個々の学生

の意欲・成績等に応じた個性的で特色ある教育

の実践とアウトカム基盤型教育を推進するた

め、学修指針として卒業までに身に付けるべき

能力（コンピテンス・コンピテンシー）を設定

し、３つのポリシーを改訂するとともに、収

集・蓄積したデータに基づく分析・可視化を行

うなど、修学支援に活かす取り組みを推進した。 

(２)福岡医療短期大学 

テーマⅠ・Ⅱ複合型「アクティブ・ラーニン

グと学修成果の可視化」の取り組みを発展させ、

汎用的能力の育成のためルーブリック評価（学

修の達成度を判断する基準を示す教育評価法）

を活用した計 6 種類の教育改善モデルを継続

実施した。また、３つのポリシーに関する内容

で FD･SD 講演会を開催し、そこで得た知識も用

いて３つのポリシーを改訂し、平成 29 年 4 月

に変更することとした。さらに、専門職として

の汎用的能力に関する質問紙調査や年 2 回の

外部評価委員会の開催等を通じて、医療・福祉

系人材養成の取り組みの充実を図った。 

５）口腔歯学部の教育 

(１)口腔医学教育の実践 

① 口腔医学カリキュラム確立の推進 

ＴＶ授業システムを使用した連携大学共有

科目である「医歯学連携演習」を中心に一般医

学科目の充実した口腔医学教育カリキュラム

を継続して実践している。また戦略連携８大学

と合同で「口腔ケア２」のシラバスを完成させ、

歯学教育モデル・コア・カリキュラムの改訂内

容に反映できるよう文科省へ提案を行った。 

② 診療参加型臨床実習の質の確保 

臨床実習後の OSCE 導入を見据えた本学独自

の総括的評価を行い、診療参加型実習の質の確

保に取り組んだ。 

③ 患者型ロボットを用いた臨床実習 

患者の救急時対応を想定した実習を可能に

するため、患者型ロボットを用いて、第 5学年

の後期臨床実習の中で、医科歯科統合シミュレ

ーション実習を実施した。 

④ 学外研修の充実 

第 6学年前期の臨床実習中に他大学（広島大

学）、学外施設（主に本学臨床教授・臨床准教

授の診療施設）での研修を行うなどの取り組み

を実施した。 

(２)創造力を持った人材の育成 

① 自学自習システム等の充実 

口腔医学教育の推進事業として主要な全教

室に設置されたマルチメディア装置を用いて

今年度も学生の自学自習を促進した。 

また、新たに私立大学等教育研究活性化設備

整備費補助金の助成を受け、「新たな人間関係

と学びの在り方を支援する空間の創造」として

学生ホールに小グループ学習等に対応できる

環境を整備した。 

② リメディアル教育の充実 

AO 入試Ⅰ期及び推薦・指定校推薦入試合格

者に対する入学前教育については、教育の充

実・強化を図るため、平成 29 年度入学予定者

には勉強合宿（2 回）とテスト（2 回）を実施

した。また、3月に学力テストを実施し、基準

点に満たない科目を有する者には、4月当初に

補講を予定している。 

③ 介護実習の実施 

第 1学年後期の介護施設実習、第 3学年後期

の介護実習、第 5学年前期の介護施設での臨床

実習を実施した。 

④ 低学年の態度教育の見直し 

欠席過多者を早期に発見し、助言教員等を通

じて積極的な学習参加を促した。 

(３)教育の充実・改善への新たな取り組み 

① 総合試験トライアルの実施 

 臨床実習に入るうえで必須な学修到達レベ

ルまで総合学習力を引き上げる目的で、各教科

の単位認定とは切り離した「必須学力統合試

験」の導入に向けて、昨年度に引き続き第 1～

3 学年において総合試験トライアルを実施し、

その試験結果を学生及び教員へフィードバッ

クした。また、平成 29 年度からの総合学力試

験本格実施を決定し、規則の改正を行った。 

② 歯科医師国家試験合格率の上位定着へ向け

た取り組み 

 国家試験の模擬試験結果について、全国の正

答率と乖離がある問題を各分野へフィードバ

ックし、第 6学年の指導に活用した。 

 また、国家試験合格に向け、より高い意識で

学習を行うことを目的に卒業試験の合格基準

を平成 29年度から引き上げることとした。 

③ 共用試験の全員合格に向けた取り組み 

 平成 28 年度より第 4 学年については、前期

にもe-learningシステム及びe-learning用コ

ンテンツを活用した授業を実施し、学生に CBT

の早期取り組みの意識づけを行った。 

 また、卒業試験同様、共用試験においても高

い意識で学習を行うことを目的に本試験の合

格基準を平成 29 年度から引き上げることとし

た。 
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６）大学院の教育 

(１)教育の可視化・実質化等 

生命科学概論の 1テーマであった「歯科に

関連する画像情報入門」を、科目の内容・専

門性等を考慮のうえ、総合医学概論の 1テー

マとして設けることとした。また、学位請求

論文の受理条件を遵守するため、年度末の学

位申請の運用を明確化した。 

(２)高度な研究能力と豊かな国際感覚の涵養 

平成 28 年度は第 4 学年 8名が学位を取得し

た。論文博士は 1名を認定した。 

また、再生医学研究センターで大学院生 10

名が研究活動を行い、海外の学術雑誌への論文

発表増加に向けて研究指導を行った。 

その他、国内外への研修派遣制度の活用を推

進し、フィンランドに 1 名、デンマークに 1

名、国内大学に 1名の研修派遣を実施した。 

(３)充実した経済的支援 

奨学制度においては、一般奨学生 9名、特別

奨学生 9 名、リサーチアシスタント 14 名、テ

ィーチングアシスタント 7名を選考した。 

(４)口腔医学を基盤とした知的人材養成 

口腔医学に沿って総合医学基本テーマを充

実させるため、引き続き医科科目の講義・実習

を必修科目として開講し、医科疾患の診断・治

療の臨床演習を実施した。 

(５)３つのポリシーの改訂  

アドミッション・ポリシーの見直しに合わせ、

カリキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシ

ーのそれぞれに整合性をもたせ、3つのポリシ

ーを体系的に見直した。 

(６)定員確保への取り組み 

 本学卒業者を大学院に進学させることを最

優先課題とし、大学院特待生制度の新設や奨学

制度の改正を行ったほか、大学院 HP のリニュ

ーアル等を進めた結果、平成 29 年度入学生 16

名（定員 18 名）を確保することができた。 

７）医療短大の教育 

(１)高度かつ実践的教育 

臨床・臨地実習教育の充実を図るため福岡歯

科大学医科歯科総合病院のほか、口腔医療セン

ターにおいても実習を実施し、歯科衛生学科３

年次は、後期（7 月開始）1 グループにつき 4

日間、専攻科は、前期 1 グループにつき 3日間

の臨床・臨地実習を実施した。 

(２)専門分野のエキスパート養成 

歯科衛生学科においては、口腔介護（要介護

者への口腔ケア）教育を充実させるため、2年

次後期授業で高齢者の口腔機能向上に向けた

講義・実習を行ったほか、介護職員初任者研修

の資格取得のための講義、実習を行い、42 名

が資格を取得した。 

保健福祉学科においては喀痰の吸引技術や

胃瘻等の栄養管理等の｢医療的ケア｣教育の充

実を図るため、「医療的ケア基本研修」を実施

し、実地研修評価に合格した 2 年次生 26 名に

対し“喀痰吸引等研修修了証”を交付した。 

専攻科においては、特例適用対象専攻科生

16 名について、計画書、成果の要旨、成績評

価の結果を大学改革支援・学位授与機構へ一括

送信し、学士を取得した。特例適用対象外の専

攻科生 4名については、大学改革支援・学位授

与機構に論文を送付し、12 月に同機構の筆記

試験を受けて合格し、学士を取得した。 

(３)将来像の検討 

教員の質の向上を図るため、修士、博士号取

得を奨励した結果、歯科衛生学科講師 2名、保

健福祉学科講師 1 名が平成 29 年度大学院に入

学することとなった。 

保健福祉学科では、教育の特長の一つである

医療的ケア教育の充実等により志願者の増加

につなげるため、専門教育の充実や効率的な広

報活動に関する方策を幅広く検討するととも

に、今後の志願者動向を分析することで、学科

の在り方を検討している。 

８）教員の教育能力及び教育の質等の向上 

(１)福岡歯科大学 

FD 委員会において、毎年、組織的な FD の実

施に取り組んでいる。今年度も効果的な FD を

事業別に 3つに大別し、1)学生支援の充実、2)

教員の資質向上、3)大学院及び研究の活性化、

について実施した。また、文部科学省大学改革

推進等補助金（大学改革推進事業）の大学教育

再生加速プログラム（「学修成果の可視化」）

に採択された取り組みとして、FD 講演会を 6

月に 1 回、FD ワ－クショップを 9月～11 月に

6回開催した。その他、FD 関連事業として、ハ

ラスメント防止等対策委員会との共催でハラ

スメント講演会及び助言教員制度を充実させ

るためのワークショップを 6 月に開催する等、

教員の教育力向上に努めた。 

(２)福岡医療短期大学 

教育力の向上を目的として、全教員が講師を

担当するＦＤ講演会（教育方法の工夫、口腔介

護教育、研究に関する報告等）を継続して開催

した。また、28 年度『大学教育再生加速プロ

グラム』の取り組みとして、学生対象のキャリ

ア教育セミナー・ガイダンスの実施、久留米信

愛女学院短期大学との共同開催で学外有識者

による教職員対象の FD･SD 講演会、外部評価委

員会の開催(計２回)等を実施し、教員の教育力

向上に努めた。 
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(３)最優秀教育改善賞

福岡歯科大学及び福岡医療短期大学では、教

員の意欲向上並びに教育の質向上及び改善を

図ることを目的に制定した「最優秀教育改善賞

要項」に基づき、平成 28 年度についても教育

活動において顕著な成果を挙げ、他の教員の模

範となる教員を選出した。 

９）国家試験

(１)福岡歯科大学

歯科医師国家試験合格に向けて、激励会の開

催、予備校模擬試験・予備校講義の実施及び卒

業試験・再試験問題のブラッシュアップ等種々

の対策を講じた。今年度は第110回歯科医師国

家試験に59名が受験し、26名が合格した。合格

率は44.1 ％であり、前回の44.7％から0.6ポイ

ント減となった。既卒者を含めた総合合格率は

37.9％（46.1％）で、17私立歯科大学中第16

位であった。この結果を踏まえて、現状分析と

今後の対応方針に関する説明会を、大学長主催

で講師以上の全教員を対象に実施した。

共用試験には、第4学年114名が受験し、CBT

で40名が再試となり、25名が不合格となった。 

(２)福岡医療短期大学

歯科衛生学科は、昨年度に引き続き歯科衛生

士国家試験の 100％合格を目指して、国家試験

対策として、臨床テストを 14 回実施し、成績

不振者には確認評価試験及び補習と三者面談

を行い学力と意識の向上を図った。また、全国

模試を 5回受験させ、弱点の把握と克服に努め

た。卒業に関しては、１月初旬までに 3回の卒

業試験を実施し、早期に 1回目の卒業判定を行

い、卒業保留者の補習を教員監督下で 2ヶ月行

ったが、7名が留級となった。 

また、第 21回国家試験から問題数が 20問増

加したため、新たに高齢者歯科学及び障害者歯

科学等の追加に対応した口腔保健テーマ別講

義を実施した。その結果、第 26 回歯科衛生士

国家試験では受験者 94 名(既卒者 2 名を含む)

全員が合格し、合格率 100%（全国平均合格率

93.3%）を達成した。 

１）研究の質の向上

(１)研究マネジメント体制の整備等

福岡歯科大学・福岡医療短期大学における研

究活性化の一環として、専任教員及び医員等を

対象に、研究（研修）テーマの取り組み･進捗

状況をまとめ、所属長を経て理事長に提出させ、

理事長はこの報告書をもとに学長とともに各

所属長と面談を行い、若手教員の育成、計画的

な研究の実施に向けての指導を行った。 

また、教育研究経費等として、福岡歯科大学

には学長重点配分経費 10,000 千円、病院長重

点配分経費 5,000 千円、学術振興基金事業経費

13,300 千円を、福岡医療短期大学には 1,000

千円を共同研究費として重点配分した。 

平成 28 年度の研究業績は、福岡歯科大学専

任教員の総論文数（著書、総説、原著論文、症

例報告等）は 233 編（前年度 191 編）、うち欧

文は 93 編であった。福岡医療短期大学専任教

員の総論文数（著書、原著論文等）は 18 編（前

年度 21 編）、うち欧文は 3 編であった。（別表

1） 

２）「学生研究支援プログラム」の立ち上げ 

研究マインドを持った人材を育成するため、

研究に関心のある学生を支援する「学生研究支

援プログラム」を新たに立ち上げた。 

３）先端科学研究センター

文部科学省の私立大学戦略的研究基盤形成

支援事業の支援をうけて「疾患の発症と進行を

抑制する分子基盤」の研究を行った。本事業は

平成 26 年度より 5 年間にわたって実施するも

ので、本年度はその 3年目にあたり、この研究

の基盤を確立するため活発に研究を行った。本

プロジェクトには福岡歯科大学に属する 14 名

の研究者が参加しており、そこでは環境ストレ

スによる突然変異や遺伝子の発現異常を抑え

る機構を分子レベルで解明し、がんや口腔疾患

の診断や治療に役立つ研究へと展開している。

先端科学研究センターの活動についてはホー

ムページ（http://www.fdcnet.ac.jp/col/fac

ilities/sentan/pdf/sentan2014_2016.pdf）で

公開している。

 研究開始後約 2年間の成果を発表し、学内外

の研究者の意見を聞くため、平成28年 8月 1、

2 日に研究発表会を開いた。まず代表者の関口

睦夫教授から先端科学研究の目標と進行状況

について説明し、本研究に関わる 14 名の研究

者が発表を行った。本発表会には国外の研究者

を含む 4人の研究者に出席してもらい、意見を

伺った。発表会終了後に評価委員会を開いて評

価をうけた。 

評価委員： 續輝久先生（九州大学医学部教

授、分子生物学、放射線医学）、鈴木不二男先

生（大阪大学名誉教授、歯科生化学）、高橋正

行先生（フランス・ナント大学名誉教授、東京

工業大学特任教授、生物物理学）、岩熊智雄先

生（アメリカ・カンサス大学医学部准教授、腫

瘍医学）。 

２．研究の活性化 
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４）再生医学研究センター

細胞分子生物学講座の山﨑純教授（兼任）が

センター長として、本センターの管理運営を行

っている。本館 6階研究室では、大野純教授（専

任）を中心とした多数の研究者が、大学院生や

学生等の研究マインドの涵養を図りながら、若

手研究者育成に貢献する研究活動を進めてい

る。

研究センターでは、昨年度に導入した細胞

分取装置を利用した組織化幹細胞による組織

再生のための基盤研究を展開している。1) 自

己修復誘導と自己修復あるいは再生力加速の

ために組織化幹細胞再生療法、2) 再生療法を

受けるホスト側の生体環境を模倣化した新規

スキャホールドの創製、3) 周囲組織に一層調

和した自己修復能に富んだ口腔・顎顔面組織

の再生・再建をテーマに研究を実施している。 

文部科学省戦略的研究基盤形成支援事業に

代わる新規研究ブランディング事業の申請に

向けて、本センターを核とした事業骨子の策定

や研究体制の確立について学内研究者との協

議を重ねた。学長のリーダーシップの下での全

学的研究ブランドの明確化や、学外研究者・諸

機関との連携強化により 8 月に申請にこぎつ

けた。しかし、残念ながら当該事業の採択に至

らなかった。 

現在、次年度私立大学研究ブランディング事

業その他の予算の獲得に向けて、新しい組織

再生法の開発や治療法を柱としたプロジェク

トの具体化を検討している。

５）老化制御研究センター

文部科学省の私立大学戦略的研究基盤形成

支援事業の支援を受けて、「老化の抑制と疾患

の制御における環境ストレスとゲノムの応答」

の研究を平成 24 年度より 5 年間にわたって実

施した。 

本年度は最終年度にあたり、先端科学研究セ

ンターとの合同発表会を平成 28 年 8 月 1、2

日の 2日間にわたり行うとともに、当プロジェ

クト研究により得られた原著論文・総説 145

報、図書 16 冊、学会発表 237 報を報告書とし

て出版した。その報告書は近日中に HP にも公

開予定である。さらに 5 月には最終報告書の文

科省への提出が予定されているので、現在その

取りまとめを進めている。

６）アニマルセンター

使用者講習会は、更新者（4年毎）19名、新

規登録者 24 名が受講した。28 年度の実験申請

件数は28件で、動物種の導入はマウス（SPF含

む）が113匹、ラットが63匹、カエルが11匹

増え、研究活動が活性化した。 

７）科学研究費助成事業の獲得

科学研究費助成事業の獲得状況は、別表

2(大学)、別表 3(短大)のとおり。大学では前

年度に比し、採択件数が 16 件増（57件から 73

件）、採択金額も 16,729 千円増加した。今年度

も継続した科研費獲得に向け、科研費獲得ＰＴ

において検討した若手研究者を中心に支援す

るブラッシュアップ方法を行うなど、申請内容

の充実に努めた。短大では、採択件数が 1件減

（6件から 5件）となり、採択金額も 200 千円

減少した。 

３．学生の支援等 

１）修学等の支援

(１)修学支援システム及び主体的学習支援体

制の整備・充実

① 助言教員制度の活用

低学年教育や CBT 試験等の学年固有の課題

解決のため助言教員 FD を開催し、助言教員と

学生とのコミュニケーションの取り方及び学

修指導方法等について協議した。特に指導が必

要な学生に対しては個別面談を適宜実施する

等、学生に対する適切な指導を行った。 

② スチューデント・アシスタント(SA)制度の

活用

学生及び大学院生等が、学生に対する学習支

援や学生生活支援業務に従事することにより、

学生相互の成長を図ることを目的に、4月に SA

を募集、学部学生 54 名、大学院生 2 名を採用

し、6月より学習支援（補習）を実施した。SA

自身の成長とともに、留級生を含む学生の学習

意欲が高まった。 

③ 多様な学生に対応した将来の進路を含めた

指導の実施

福岡歯科大学では、助言教員が日々学生の指

導を行ったほか、学生相談室での面談並びにオ

フィスアワーにおいても修学上の問題等につ

いて個別の面談や相談を実施した。また、休退

学に関して学生や保護者からの多くの相談に、

学生部長、学生部次長、助言教員が個別に丁寧

に対応した。

福岡医療短期大学では、両学科とも出欠の指

導を厳格に行った。成績不振学生に対する補習

授業は土曜日を含めた課外時間に実施すると

ともに、前後期毎に学年担任と助言教員による

保護者面談と学生指導を継続して行った。 
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④ 修学支援の実施

福岡歯科大学では、第１学年の成績不振者及

び希望者を対象に、従来の理数系基礎科目 4

科目に文系基礎科目1科目を加えた5科目にて

5月から 7月、9月から 12 月の間、福岡歯科大

学研修センターにおいて、外部講師による修学

支援を実施した。 

また、学生ホールに小グループ学習等に対応で

きる環境整備を行った。  

福岡医療短期大学では、3月末にパソコン教

室のパソコンを全て更新するとともに、学内

LAN を整備し、来年度に向けて学修環境の整備

を行った。また、より学生の修学支援がし易い

ように後援会の名称を「父兄後援会」から「学

生後援会」へ変更した。 

⑤ 講義録画システムの活用

福岡歯科大学では、私立学校施設整備費補助

金の助成を受け、口腔医学教育の推進事業とし

て設置されたマルチメディア装置を活用し継

続した学生の自学自習を促進した。 

⑥ 情報図書館蔵書情報の整備

利用者サービス向上と図書管理の電子化の

一環として、これまで実施されていなかった学

園蔵書約15.7万冊のうち約10万冊の蔵書点検

を行い、残りは次年度実施予定としている。 

(２)高校等との連携推進

福岡歯科大学では、口腔医療・口腔保健・口

腔介護を志向する中高生を支援するため、積極

的に職場体験を受け入れるとともに、依頼のあ

った高校に出向いて講義を実施した。また、オ

ープンキャンパスでは模擬実習体験等を通し

て、参加した中高生の興味に応えた。 

福岡医療短期大学では、口腔保健・介護福祉

に関心を持つ高校生の修学を支援するため、専

門領域に関連する講義・実習の依頼に対応した

出張講義・進学ガイダンスを実施した。また、

オープンキャンパスでは専門教育に関連する

実習体験を実施することで、向学心のある参加

学生等に対応した。

(３)学生の経済支援の充実

福岡歯科大学では、各種奨学金の案内及び手

続きを随時行ったほか、経済的に困難な学生に

対して授業料減免や学生納付金納付猶予等、関

係課とも連携しながら相談に応じた。 

福岡医療短期大学では、各種奨学金の周知と

その申請手続きの支援等を適宜実施した。また、

介護福祉士を目指して学ぶ意欲のある学生が

経済的理由で進学や修学を断念することがな

いよう、入学者に対する授業料減免制度を引き

続き実施した。 

(４)福岡歯科大学父兄後援会・学生共済会・同

窓会との連携

① 8月に17地区で開催された父兄後援会支部

懇談会に、本学から学長及び役職教員が出席し、

本学の現況、学生の学業成績等について説明し、

保護者の協力を要請するとともに保護者から

の要望も聴取し、11 月には支部懇談会終了後

の報告会において回答を行った。また、保護者

から要望があった後援会組織の名称について

2月開催の理事会・評議員会合同会議にて平成

29 年度より「福岡歯科大学学生後援会」へ変

更することが決定した。

② 学生共済会は、3 月及び 5 月に理事会と代

議員会の合同会議を開催し、学生の支援のため

に実施する諸事業について審議し、年間の事業

計画を決定した。平成 28 年度は就学共済給付

金を 5 名に給付、一般奨学金貸与は 30 名に貸

与したほか、会員死亡弔慰金を 2名に給付した。 

③ 同窓会については、6 月に開催された同窓

会定時総会懇親会や定例懇談会に理事長他役

員が出席し、意見交換を行って連携を図った。 

また、6 月 12 日には同窓生オープンキャン

パスを開催し、理事長、大学長他役職教員等及

び同窓会役員が出席して、参加された同窓生と

その子弟らに学内施設見学や大学及び入試の

概況説明を行った。 

２）学生の受け入れ

(１)学生募集活動の強化と多様な選抜方法の

策定

アドミッション・ポリシー、カリキュラム・

ポリシー、デイプロマ・ポリシーについて見直

しを行い、改訂後の３つのポリシーを平成 29

年 4 月に公表することとした。 

福岡歯科大学では、広報については入試委員

会を中心に検討のうえ高校訪問募集活動を見

直し、①高校訪問前の担当教員の説明会の徹底、

②高校訪問対象校の見直し、③高校訪問時の資

料の整備を行ったほか、重点校に対して効率的

な高校訪問を行った。指定校については、昨年

度と同様 45 校とした。

また、昨年度に引き続き、九州内で実施され

た進学相談会に積極的に参加し、本学の取り組

み等について高校生や保護者に説明したが、志

願者数は昨年比 12％減の 281 名、競争倍率は

2.1 倍から 1.7 倍に減少し、87 名（募集人員

95 名）の入学生にとどまった。 

福岡医療短期大学では、組織的な学生募集活

動を検討する運営会議において、学生募集の担

当エリアにおける募集活動の進捗状況の報告

や情報提供の方策を適時検討した。 

歯科衛生学科では、オープンキャンパスにお

ける「歯科衛生士体験」（平成 22年度から実施）

が好評につき、これをシリーズ化して専攻科生

による指導を加え、今年度も 16 回実施し学生
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の確保に努めた。また、高校生対象の進学ガイ

ダンスや出前講義などを実施したが、募集定員

80 名のうち 64 名（前年比 9.9％減）の入学生

にとどまった。専攻科は、21 名（募集人員 20

名）の入学生を確保した。 

保健福祉学科では、入学者を対象とした授業

料減免制度や学生納付金の 4 期分納制度を継

続運用するとともに、福岡県職業訓練制度や修

学資金制度の活用に関する広報活動を通じて

志望学生の積極的な受け入れを実施したが、入

学生は募集定員 40 名のうち 19 名（前年比

26.6%増）の入学生にとどまった。 

３）介護福祉士実務者学校（通信課程）の認可 

保健福祉学科では、介護福祉士の質の向上を 

主な目的とする介護福祉士実務者学校（通信課

程）の申請を行い、文部科学省及び九州厚生局

から平成 29 年 4 月の開講の指定を受けた。 

(２)入試広報機能の充実等

オープンキャンパスの申し込みフォームを

福岡歯科大学、福岡看護大学、福岡医療短期大

学のホームページ上に開設し、受験生の利便性

を高めた。 

また、学園紹介 VTR について、映像制作部会

を中心に制作を進め、3 月に完成する予定であ

ったが、看護大学部分を追加することとなり、

制作作業を継続している。 

４．社会との連携・貢献 

１）熊本地震被災地での歯科医療救護活動

4月24 日から5月1日、5月15日から22日まで

それぞれ8日間、九州地区連合歯科医師会から

の要請により、本学教職員（歯科医師2名、歯

科衛生士2名、延べ8名）が熊本県へ赴き、被災

地での歯科医療救護活動にあたった。 

活動期間中には、塩崎厚生労働大臣が合同ミ

ーティングに訪れ、本学の派遣スタッフが今回

の歯科支援活動の概要と災害時の口腔ケア・嚥

下機能改善等も含めた口腔機能改善の必要性

を説明した。 

また、活動状況を「健康まるごと福岡学園」

や「福岡歯科大学学会総会･学術大会」等で報

告するとともに、医療･介護ニーズの分析と支

援について検討を行い、支援者教育について、

平成29年度九地連公募研究事業に選定された。 

２）地域連携センター

(１)公開講座、出前講座、地域カフェならびに

介護予防教室の開催

本学園では、歯科医師、歯科衛生士、介護福

祉士を養成し、キャンパス内に医科歯科総合病

院、介護老人保健施設を設置しているという特

色を生かし、超高齢社会における大学の地域貢

献のモデルづくり等を目指し、地域貢献（別表

4）、公開講座等（別表 5）を展開した。 

① 福岡歯科大学主催の市民向け公開講座とし

て、皮膚科学分野と冠橋義歯学分野の連携によ

る「心配だったら聞いてみよう 皮膚のトラブ

ルとアレルギー」を 7 月 11 日に開催し 107 名

が受講した。

② 福岡医療短期大学主催の市民向け公開講座

として、「認知症を考える Part 3 口から始め

る介護予防」を 10 月 2 日に開催し、103 名が

受講した。

③ 出前講座は、福岡広域都市圏の主催団体か

らの要望に応じて大学教職員を地域の公民館

等に派遣して実施する地域住民向け講演で、26

ヵ所で実施し 751 名が受講した。このうちの

10 件は、福岡市早良区及び西区子どもプラザ、

南区子育て交流サロンからの依頼にもとづく

子育て支援の講座であった。

④ 田村校区自治協議会及び福岡市社会福祉協

議会との連携活動として、地域カフェ「かふぇ

もりのいえ」を田村公民館、サンシャインプラ

ザにおいて毎月開催した。

⑤ 介護予防教室は、福岡市が高齢者市民を対

象に週1回5週連続の介護予防プログラムを実

施する事業である。福岡歯科大学は昨年度から

教室運営事業者に選定され、3クールの教室を

開催し 45名が参加した。

(２)生涯研修等の開催

① 福岡歯科大学では、同窓生や開業歯科医師

等を対象とした卒後あるいは生涯研修やセミ

ナー等を開催し、口腔医療を実践できる人材の

育成と最新の医療情報の発信に努めた。28 年

度は生涯研修６プログラム（「口腔インプラン

ト初級講習会」、「在宅歯科医療に役立つ知識」、

「生涯研修セミナー」、「すぐに役立つ最新の

NiTi File を用いた根管形成法の実際」、「歯周

検査・スケーリングと歯周外科手術の基本と応

用」、「歯周病とインプラント治療に役立つ知識

とテクニック」）を開催し、63 名が参加した。 

② 福岡医療短期大学ではリカレント教育とし

て、文部科学省の委託を受け平成 21・22 年度

に実施した「歯科衛生士の口腔機能向上スキル

アップ講座」の経験を踏まえ歯科衛生士並びに

歯科医師の口腔介護のスキルアップを目的と

する講座（5 回コース）を本年度も開講した。

プログラムは口腔ケア及び口腔機能向上の専
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門的講義と受講者相互による演習により構成

しており、全てのコースに出席した歯科衛生士

31 名、歯科医師 1 名に修了証を授与した。ま

た、本年度も専攻科生が参加し、18 名に修了

証を授与した。 

(３)歯科医師会との連携 

① 福岡市歯科医師会等と連携し、「第 41 回福

岡市民の健康を歯と口から守る集い」（6 月 5

日）、「早良区健康まつり」（10 月 1 日）に歯科

健康相談ならびに口腔がん検診ブースを出展

した。 

② 糸島歯科医師会との病診連携モデルとして、

化学物質過敏症患者の訪問歯科診療に関する

連携を検討した。 

(４)総合病院との連携 

連携病院への訪問診療を継続した。福西会病

院、拾六町病院ほか 6 施設での訪問歯科診療

(口腔ケア)は 1,990 件実施した。 

(５)超高齢地区における健康教室の実施等 

① 早良区板屋地区において、8月 18日に住民

健康診断を実施し、9 月 15 日に結果報告を行

った。 

② 2月に城南区金山公民館「カフェたまり場」

に「歯の無料相談」コーナーを設けて参加した。 

３）医科歯科総合病院 

(１)患者数等 

外来患者・入院患者総数等は表 8 のとおり。 

表 8 外来患者・入院患者総数等 

 
外来患者総数(人) 入院患者総数(人) 

28 年度 対前年比 28 年度 対前年比 

医科 48,952 8.30%増 6,477 0.84%減 

歯科 131,165 1.08%減 3,081 11.44%減 

合計 180,117 1.30%増 9,558  4.53%減 

１日当 673.3 － 26.2 － 

平均在

院日数 
－ － 9.3 日 － 

病 床

稼働率 
－ － 52.37% 2.33%減 

医療収入は1,573百万円（前年比3,500万円減）

であった。 

(２)安全で良質な医療の提供 

① 病院管理体制の充実 

 平成 28 年 4 月より医療安全管理担当病院長

補佐を配置し、医療安全管理体制を整えた。ま

た、病院長補佐を中心として災害対策マニュア

ル作成WG(法人でWG設置)で病院地区の災害対

策組織の改編等に取り組んだ。 

② 診療体制の整備・確立 

ア)平成 28 年度においては、医科 23 科、歯科

4 科の診療体制で地域医療の充実に貢献して

いる。また、医療事故防止対策委員会・院内感

染防止対策委員会においてインシデント・ヒヤ

リハット分析 197 件（平成 27 年度 310 件）を

報告し、病院長を中心に問題点の共通認識と問

題解決策を検討するとともにインシデント防

止対策のフォローアップを開始し、再発防止に

取り組んだ。 

イ)2 月から歯科衛生士が口腔ケアを開始し、

手術後の誤嚥性肺炎や歯周病の悪化防止のた

めの歯磨き指導、クリーニングを月平均 13 件

実施した。 

③ クリティカルパスの活用 

新医療情報システム導入に伴い、クリティカ

ルパスを電子カルテ上に公開し、パスを利用で

きる体制とし、28 年度には 3 例の新規パスを

追加作成し、パス使用症例は 485 例（昨年度

586 例）となった。 

④ サービスの向上 

ア）病院構内へのバスの乗り入れ 

平成 28 年 6 月から病院構内へのバス乗り入

れが開始され、通院患者の利便性を図った。 

イ）労災保険指定医療機関の活用 

平成 26 年 4 月より労災保険指定医療機関の

指定を受け、26 年度利用は 41 件、27 年度は

114 件、28年度は 121 件と増加し、患者の利便

性及び患者の窓口での経費負担軽減を図った。 

ウ）新医療情報システムの拡充 

平成 28 年 7 月、病棟回復室に無線情報端末

4台を増設し、術後患者の病状管理が個別に対

応できるようになり、安全性が向上した。 

エ）職員のマナーアップ等 

患者のご意見や医療相談室に寄せられた相

談 119 件について、医療相談室及びサービス・

マナー向上委員会において検討し、より質の高

い医療の提供に向けて医療担当職員及び事務

職員のマナーアップにつなげる指導等を実践

した。 

オ）院内イベントの充実 

本学の写真同好会学生、陶芸同好会学生の協

力を得て、昨年に引き続き病院ホールにおいて

「写真展」(5月 6 日～21 日)及び「陶芸展」(8

月 1 日～8 月 19 日、10 月 17 日～10 月 28 日)

を開催し、患者の「心の癒し」を定例企画とし

て軌道に乗せた。また、陶芸展においては、患

者アンケートを行い患者に好評であった作品

の作製者を表彰した。 

カ）病院施設等 

患者サービス向上のため、トイレに手すりを

設置するとともにバス停前に椅子を設置した。 

29 年 1 月に病棟下倉庫の１室を紙カルテ倉

庫として、事務課内の紙カルテ及びカルテ棚を

移設し、永年保管できるようにした。 

また、空いたスペースに作業台を配置し、レ

セプト点検業務等作業が効率的に実施できる
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ようにした。 

⑤ 土曜診療の充実

平成 28 年度の土曜日における 1 日外来患者

数平均は歯科 68.8 人（27 年度 75.3 人、26 年

度 76.9 人、25年度 75.3 人)、医科 46.3 人（27

年度 42.5 人、26 年度 38.0 人、25 年度 32.3

人）、合計 115.1 人（27 年度 117.8 人、26年度

114.9 人、25 年度 108.1 人）となり、患者数合

計では、昨年度より若干減少した。患者数は、

平日の 5～6 分の 1 程度であるが、土曜日の診

療により地域の方々の利便性を確保し、地域貢

献を果たしている。 

⑥ 歯科医師臨床研修の充実

平成 28 年度歯科医師臨床研修は、39名（複

合型研修プログラム 32 名、単独型研修プログ

ラム 7 名）が研修を行い、平成 29 年 3 月 31

日に修了証を授与した。

また、7 月 16 日、17 日に指導歯科医講習会

を開催し、本学教員 16 名［(口腔医療センター

2名含む)、受講者 32 名］が指導歯科医として

認定され、本学教員の指導歯科医取得率は

81.3％となった。 

歯科医師臨床研修にかかる省令の改正によ

り、到達目標の達成に必要な症例数と研修内容

を記載したプログラムを作成した。 

この他、協力型臨床研修施設の定期訪問を行

い、指導環境や施設基準の確認、問題点の指導

を行うとともに、医療安全に関する講習会を開

催するなど、協力型臨床研修施設に対し管理型

臨床研修施設として管理を行った。 

⑦ 4月に言語聴覚士を採用し、摂食機能療法、

語音機能検査等を開始し、摂食機能療法につい

ては、月平均 48.3 件実施した。

(３)病院管理体制の整備・強化

① 病院情報システム安定稼働

「新病院情報システム」稼動３年目の 28 年度

は、システム変更時にリリース前確認項目を作

成・運用することでシステム変更後の不具合発

生件数の低減を図った。また、端末交換手順を

改善し、交換までの時間を短縮することで診療

への影響を少なくし安定稼動に貢献した。

② 病診・病病連携体制の確立

28 年度の訪問歯科診療・口腔ケアは、福西

会病院における多職種連携の充実を目標に行

ってきた。詳細としては、看護師・言語聴覚士

への講義・実習やベッドサイドでの口腔ケア指

導と実践、Oral Health Assessment Tool（OHAT）

を用いた口腔内プロブレムの把握と対処法、歯

科依頼患者の選別である。その結果、歯科介入

依頼患者数は 230 件と半減（27 年度、496 件）

したものの、入院患者全体としての口腔状態は

飛躍的に改善し、歯科介入依頼患者の大半が粘

膜疾患、重度口腔乾燥、重度歯周炎等による口

腔内疼痛や自然出血などの症状を有する重症

患者のみとなった。なお、来年度より整形外科

にて手術予定の高齢患者の一部が、入院後手術

前に誤嚥性肺炎に罹患することがあるとのこ

とから、看護師・言語聴覚士と連携し、早期か

ら嚥下評価を含めた口腔ケア介入を行うこと

とした。 

③ 適正な保険診療教育の実施

4 月 5 日に医科と歯科それぞれにおいて診

療報酬改定に係る講習会を開催し、保険点数

改定の対応に努めた。 

また、会計入力データのチェック及び会計不

備データの修正について、毎月保険審査委員会

及び科長会において指導した。 

④ 患者増対策

ア)外科、眼科、形成外科、整形外科、皮膚科

の紹介ビデオを病院ホームページ上で掲載し

た。

イ)各医局の実務担当者会議を継続し、患者増

のための意見・アイデアを協議した。

ウ)関連福祉施設(サンシャインシティ、プラザ、

センター)と病院との医療連携の向上のため、

各施設を対象にアンケートを実施･分析した。

エ）ソーシャルワーカーが紹介実績のある開業

医に、広報誌や紹介状・病院案内等を持参し、

院長や担当医と顔が見える連携を実施。なお、

遠距離の開業医へは紹介状を郵送したうえで、

利便性の向上を提案した(平成 28 年度持参し

た件数は 49 件、郵送した件数は 217 件)。

オ)「お口と体の無料健康相談」の開催、出前

講座「心と体･口･歯の健康の話」講演時にスラ

イドによる病院紹介等を実施した。

カ)本院の特色を強調した病院パンフレットの

作成に着手、次年度、各施設に配布予定。

⑤ 新病院建設に向けた計画

他病院の見学を行ったほか、病院運営検討会

において新病院建設に係る基本コンセプト、階

別施設整備計画及び新病院での診療体制等に

ついて検討した。 

⑥ 情報公開

病院ホームページで、本院の医科を紹介する

広報ビデオをアップし、受験生に本院をアピー

ルしている。

なお、平成28年度の診療情報の開示件数は、

40件となっている。 

⑦ 院外処方薬局の設置

院外処方薬局の設置について、テニスコート

跡地の病院側に設置することが決定し、3月14

日より建設工事を開始し、平成29年6月1日にオ

ープンする予定である。 

４）口腔医療センター

(１)患者数等
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開院から6年目を迎え、専任歯科医師12名、

歯科衛生士 11 名により、年間患者総数は

27,371 人（前年比 3.4%減）、1日平均患者数は

103.1 人となった。また、医療収入は 222 百万

円（前年比 1.9%減）であった。 

(２)実習・研修施設としての活用

昨年度に引き続き臨床研修歯科医（単独型プ

ログラム）、福岡歯科大学第 5 学年の臨床実習

生、福岡医療短期大学専攻科の臨床実地生及び

3年次の臨床実習生を受け入れ、今年度からは

新たに臨床研修歯科医（複合型プログラム）の

受け入れを開始し、実習・研修施設としての役

割を果たした。

(３)セミナー室の活用

博多駅前という立地条件を生かし、同窓生や

開業歯科医師等を対象とした大学主催の生涯

研修や同窓会等主催のセミナー等の開催場所

としてセミナー室を活用した。27 年度に引き

続き、口腔医療センターの主催で、歯科衛生士

を対象とした生涯研修「スケーリング・ルート

プレーニングの基礎と臨床」及び「インプラン

ト手術の準備とメインテナンス法」を開催した。 

５）介護老人保健施設

(１)利用者数

入所利用者数を増やすために、昨年度に引き

続き病院、公民館、地域包括支援センター、居

宅支援センター等の訪問に加え特別養護老人

ホームに紹介依頼を行ったが、近隣に特別養護

老人ホーム等が新設したこと等を受け、入所者

数は 1日平均 68.0 人（27年度：71.9 人）とな

り、前年度比 5.4%減となった。施設の独立し

た採算と業務改善を目指して、平成 28 年度は

活性化検討委員会を 18 回開催し、その間、当

委員会の答申に基づき、2階の専門棟と一般棟

のフロアーの間仕切り撤去工事を行った。また、

ベッド稼働率アップのための課題について、3

月からプロジェクトチームを立ち上げ検討を

始めている。

平成27年8月から在宅復帰加算取得の取り

組みを始めたことにより、平成28年3月～9月

の6か月間の平均在宅復帰率は30%以上を達

成し、9・10月は在宅復帰支援加算施設とな

った。その後、季節変動に伴う入院や、重度

の合併症を有する紹介入所者の入院が増え

たため、11月以降は在宅復帰支援加算を取得

することができなくなったが、年間の在宅等

復帰者は26名（27年度：10人）となった。 

通所利用者数を増やすため、地域包括支援セ

ンター、居宅支援センター等への利用案内・チ

ラシ配布等の広報活動を重点的に行った。また、

11 月にデイケア利用者・居宅介護支援事業所

サンシャインシティの契約者に対して、デイケ

アの営業時間、リハビリ、入浴、スタッフ等に

関するアンケートを実施した。送迎地区の拡大、

祝日利用日の振替、行事食の毎月実施、作業療

法士監修による自主利用の算数・漢字等の問題

プリントの脳トレコーナーを増設する等の利

用者サービスを充実した結果、デイケア利用者

数 1 日平均は 27.3 人(前年度 26.8 人)となり、

過去最高の利用者数となった。

サンシャインシティ施設利用者数等は表 9

のとおり 

表 9 サンシャインシティ施設利用者数等 
利用者

(定員) 

年間利用 

延数(人) 

稼働率

(％) 
対前年比 

１日当平均

(人) 

入所者

(85人) 
24,838 80.0 5.4％減 68.0 

通 所

(40人) 
7,983 68.3 2.0％増 27.3 

(２)教育・実習施設としての活用

教育施設として福岡歯科大学及び福岡医療

短期大学のほか、近隣の福岡大学の医学部及び

看護学科の学生実習並びに福岡女子高等学校

の生徒等の実習施設として、延べ 1,526 名を受

け入れ、福祉実習、登院実習、口腔介護実習等

を実施した。また、平成 28 年度（第 4 回）福

岡医療短期大学の介護職員初任者養成研修の

実施に伴い、9 月～3 月の間、講義及び実習に

延 22人の講師を派遣した。 

(３)地域貢献

地域協力として、月１回の公園清掃への参加

と参加者への体操指導等の講師派遣を実施し

た。また、10 月 29・30 日に開催された「健康

まるごと福岡学園」で介護施設見学・介護無料

相談を開催した。30 日には短期大学主催の認

知症サポーター養成講座(参加無料)を開催し、

施設職員、入所者家族や地域の方々合計 23 名

が参加した。 

公民館活動のボランティア団体のギター演

奏等コンサート、こぐま保育園児の訪問受け入

れ等入所者と交流を図った。 

６）社会連携

(１)大学連携事業

①「地下鉄七隈線沿線三大学連絡協議会」（中

村学園大学、福岡大学、福岡歯科大学）におい

ては、昨年度に引き続き三大学の特色を生かし

た教養系共同開講授業科目「食と栄養と健康～

心とライフスタイルを科学する～」を開講した。 

 また、地域の健康づくりや疾病予防等を通じ

て地域社会に貢献するため、4月に一般市民参

加のウォーキングイベントを、11 月には「食

とスマイルと感動で元気になる」をメインテー

マに合同シンポジウムを開催した。

②「西部地区五大学連携懇話会」（九州大学、

西南学院大学、中村学園大学、福岡大学、福岡
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歯科大学）においては、単位互換科目を設定す

るとともに、引き続き五大学共同開講授業科目

「博多学」を開講した。また、職員研修の相互

開放を実施した。 

③「大学ネットワークふくおか」（本学を含む

福岡都市圏 20大学と福岡市、福岡商工会議所）

においては、学生企画イベントやＷＥＢサイト

等の広報活動等について協議を行った。

④「九州地域大学教育改善ＦＤ・ＳＤネットワ

ーク（Q－Links）」の活動は、教育活動の発展

と推進に寄与することを目的に 28 年度も活動

を継続し、本校はその幹事校として中心的な役

割を務めた。

活動としては、12 月に中村学園大学にて開

催の「Q-Conference2016」のポスターセッショ

ンにおいて、学修成果の可視化に係るポスター

を出展し、教職員 2名が参加し、他大学参加者

との交流等を深めた。

７）国際連携

(１)大学間交流等

① 福岡歯科大学

ア）リバプール大学歯学部（イギリス）

ヨーロッパで初めての提携校となる「リバプ

ール大学」と教職員や学生との学術交流に関す

る協定を締結した。 

イ）ブリティッシュコロンビア大学歯学部（カナダ）

4月から 5月初旬にかけて 2週間、学生 4名

が同大学歯学部学生交換プログラムに参加し

た。12月には同大学 Shah 教授が来学し、学部

学生に特別講義を行うとともに同大学からの

学生受入れ及び本学大学院生の派遣について

協議した。 

ウ）上海交通大学口腔医学院（中国）

11 月には 6 日間で褚敏助教授ら教員 2 名と

学生 7名が来学し、補綴科、保存科等の病院実

習等を行った。一方、3 月には平木教授及び過

去に学生として同大学を訪問した谷口助教と

ともに、学生 4名が同大学を訪問し、相互交流

を実施した。 

エ）慶煕大学校歯科大学（韓国）

2月初旬から7日間でイ教授と6名の学生が

来学し、小児歯科、矯正歯科等の病院実習等を

行った。また、イ教授は教員及び大学院生を対

象に特別講義を行った。一方、3月には香川准

教授及び過去に学生として同大学を訪問した

加地助教とともに、学生 4名が同大学を訪問し、

相互実習を実施した。 

オ）中国医科大学口腔医学院（中国）

9 月から 10 月にかけて 8 日間で寇育荣副教

授ら教員 2名と学生 5名が来学し、インプラン

ト科等の模擬実習を行った。また、寇育荣副教

授は教員及び大学院生を対象に特別講義を行

った。一方、3月には畠山准教授ら教員 2名と

学生 4名が訪問し、相互交流を実施した。

② 福岡医療短期大学

例年東釜山大学の歯衛生科学生と教員が来

学し、歯科衛生学科の 3 年次生と交流を深めて

いるが、今年度は東釜山大学の都合で来学はな

かった。 

(２)海外研修派遣

研究の国際化を図るため、福岡歯科大学では

延べ 64 名の教職員及び大学院生を海外に研修

派遣した（別表 6）。その他、第 1 種研修派遣

（1月以上 1年以内の海外派遣）として教員１

名、大学院生２名を、第 2種研修派遣（1月以

上 1年以内の国内派遣）として大学院生 1名を

派遣した。また、福岡医療短期大学では２名の

教員を海外に研修派遣した（別表 6）。

５．組織運営 

１）組織運営の改善

(１)管理運営体制の強化

管理運営体制の強化に向け、「福岡歯科大

学医科歯科総合病院規程」を改正し、平成29

年4月より副病院長3人配置、診療部門の整理

再編等を行うこととした。 

(２)就業環境の改善

女性の就業環境改善に向け、企業主導型保育

事業を活用し、平成29年8月を目途にぺんぎん

保育園を開設することとした。 

(３)柔軟で多様な人事制度の構築

① 任期制教員の再任

任期満了となる教員（大学：教授 8名、准教

授 5 名、講師 3 名、助教 4 名）（短大：准教授

1名、講師 1名）の再任について、審議の結果、

再任申請者全員を再任した。 

② 福岡歯科大学教員選考規程の改正

口腔顔面美容医療センター2 名の教員につ

いて、現状に則した分野に配置するため、教員

定数表の見直しを行った。 

③ 柔軟で多様な人事制度の構築

診療体制の充実及び一層の経営改善に向け、

「福岡歯科大学医科歯科総合病院における病

院教授等の称号付与等に関する規則」に基づき、

病院教授（2 名）及び病院准教授（2 名）の称

号を授与した。 

(４)大学運営の活性化と人材育成等

① 人事考課システムの効果的活用

人事考課の平準化を目的として考課者研修

を行った。 



15 

② 人材育成

事務職員等の資質向上を目指し、学外の各種

研修会への参加を促進し、事務職員等延べ 92

名が能力向上セミナー、資格講習会等に参加し

た（別表 7）。学内では、業務改善等に向け階

層別等の研修を行った（別表 8）。また、戦略

的大学連携支援事業として、連携大学間で職員

の短期研修派遣を行い、神奈川歯科大学に 1

名を 3 日間派遣した（別表 9）。また、同大学

より 1名を 3日間受入れた。この他、西部地区

五大学連携懇話会の職員研修「ビジネスマナー

基礎研修」等に事務職員 6名が参加した（別表

10）。 

③ 大学運営の活性化と人材育成等

職員の資質向上を目的に業務上有用な資格

等を取得した職員に対して支援を行う「資格取

得支援規則」を制定した。 

(５)国家公務員準拠の給与改定等

国家公務員に準拠し、a)俸給表の改定 b)期

末手当の改定等を行った。また、暫定診療手当

の改定を行った。 

(６)役員、監事、顧問、学長、役職教員の選任

等

① 平成 28 年 8 月 31 日に文部科学大臣より福

岡看護大学の設置認可を受け、第 490 回理事会

（平成 27年 9月 29 日開催）で学長予定者とし

て決定していた窪田惠子氏が平成 29 年 4 月 1

日付けで 1号理事に就任することとなった。

② 第 501 回理事会（平成 28 年 7 月 19 日開催）

において、評議員に樋口勝規氏（病院長補佐）

を選任した。任期は平成 29 年 8 月 2 日まで。

また、樋口氏を、第 507 回理事会（平成 29 年

3 月 24 日開催）において、平成 29年 4月 1 日

付けで副病院長に選任した。任期は平成 31 年

3 月 31 日まで。

③ 藤野正春監事（常勤）の平成 29 年 3 月 31

日辞任に伴い、後任に第 507 回理事会（平成

29 年 3 月 24 日開催）で藤田和子監事（非常勤）

を選任した。任期は平成 29 年 8 月 2 日まで。

④ 第 507 回理事会（平成 29 年 3 月 24 日開催）

において、看護大学の実習施設との調整、実習

支援及び学生の健康管理、医科歯科総合病院に

おける医療安全管理を担当する学事顧問とし

て松本裕子氏に委嘱することを決定した。任期

は平成 32年 3月 31 日まで。

⑤ 学長、役職教員の選任

ア）第 507 回理事会（平成 29 年 3 月 24 日開催）

において、平成 29 年 4 月 1 日付けで福岡医療

短期大学長に北村憲司（常務理事兼務）を選任

した。任期は平成 32 年 3月 31 日まで。

イ）第 506 回理事会（平成 29 年 2 月 21 日開催）

で、平成 29 年 4 月 1 日付けで病院長に池邉哲

郎（口腔外科学分野・教授）、福岡歯科大学の

学生部長に岡部幸司（細胞生理学分野・教授）、

情報図書館長に廣藤卓雄(総合歯科学分野･教

授)、口腔・歯学部門長に坂上竜資（歯周病学

分野・教授）、全身管理・医歯学部門長に湯浅

賢司（画像診断学分野・教授）、社会医歯学部

門長に埴岡隆（口腔健康科学分野・教授）、基

礎医歯学部門長に山﨑純（分子機能制御学分

野・教授）を選任した。任期はいずれも平成

31 年 3 月 31 日まで。 

ウ）平成 28年 8月 31 日に文部科学大臣より福

岡看護大学の設置認可を受け、第 490 回理事会

（平成 27年 9月 29 日開催）で学部長予定者と

して決定していた飯野英親氏が平成 29 年 4 月

1 日付けで学部長に就任することとなった。ま

た、第 506 回理事会（平成 29 年 2 月 21 日開催）

で、平成 29 年 4 月 1 日付けで福岡看護大学の

学生部長に大久保つや子（基礎/専門基礎分

野・教授）、情報図書館長に岡田賢司（基礎/

専門基礎分野・教授）、基礎･基礎看護部門長に

嶋田香（基礎/専門基礎分野・教授）健康支援

看護部門長に岩本利恵（成人看護学分野・教授）、

地域･在宅看護部門長に角森輝美（公衆衛生看

護学分野・教授）を選任した。任期はいずれも

平成 31 年 3 月 31 日まで。 

(７)看護大学設立への準備

平成28年8月31日付けで文部科学大臣より福

岡看護大学の設置認可を受けた。 

設置認可後、オープンキャンパスを3回開催

するとともに、AO入試、一般入試等を実施し、

定員を上回る119名の学生が入学手続を行った。 

２）財政基盤の確保

(１)第 2号基本金の組入れ

第 2号基本金組入れ計画に基づき、病院建設

等資金として 6億円の組入れを行い、28 年度

末の積立額は 114 億円となった。 

(２)私立大学等経営強化集中支援事業

18 歳人口の急速な減少が予測されている平

成 32 年度までの間を「私立大学等経営強化集

中支援期間」(平成 27年度～平成 32年度)とし

て位置づけ、スピード感のある経営改革を断行

する地方の私立大学等を集中的に支援する事

業として日本私立学校振興・共済事業団によっ

て公募されている「私立大学等経営強化集中支

援事業」に、昨年に引き続き福岡歯科大学及び

福岡医療短期大学が支援対象校(タイプ A：経

営強化型)として選定され、歯科大学は 38,461

千円、短期大学は 30,018 千円の助成を受けた。 

(３)外部資金獲得

① 福岡歯科大学

平成 25 年度に私立大学等改革総合支援事業

が開始されて以来、4年連続で対象校（タイプ

1：教育の質的転換）に選定され、経常費補助
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金の増額補助（一般補助：16,598 千円、特別

補助：12,570 千円）を受けたほか、私立学校

施設整備費補助金（ICT 活用推進事業）として

8,906 千円（アクティブラーニング強化のため

の高速学内 LAN 構築）及び私立大学等教育研究

活性化設備整備事業として 10,066 千円（本館

1階学生ホールのオープンスペース化）の助成

を受けた。大学改革推進等補助金では、大学教

育再生加速プログラム（テーマⅡ：学修成果の

可視化）が 3年目となり 14,000 千円の助成を

受けた。 

このほか、私立大学戦略的研究基盤形成支援

事業に係る研究費補助金として 30,194 千円

（老化制御研究：17,761 千円、先端科学研究：

12,433 千円）の助成を受けた。 

② 福岡医療短期大学

大学と同じく、4年連続で私立大学等改革総

合支援事業の対象校（タイプ 1：教育の質的転

換）に選定され、経常費補助金の増額補助（一

般補助：1,725 千円、特別補助：12,570 千円）

を受けたほか、私立大学等教育研究活性化設備

整備事業として 9,706 千円（短大 3階パソコン

教室の PC更新及び無線 LAN 敷設等）の助成を

受けた。 

大学改革推進等補助金では、大学教育再生加

速プログラム（テーマⅠ：アクティブラーニン

グ、テーマⅡ：学修成果の可視化複合型）が 3

年目となり 19,600 千円の助成を受けた。 

また、福岡歯科大学は奨学寄付金として 17

件（9,329 千円）、受託研究として 7件（37,861

千円）を受け入れた。 

(４)寄付金の受入れ

学園ホームページ及び学園広報誌での卒業

生、保護者を含む広く一般の方々への寄付金募

集のほか学内教職員にも募集活動を行い、3月

末までの個人寄付は、127 件、2,973 千円とな

った。 

■個人寄付内訳(寄付目的別)   （単位：千円） 

区 分 大学 短大 計 

教育研究活動の振興 1,858 48 1,906 

教育研究環境の整備 77 54 131 

奨学事業の充実 57 36 93 

田中健藏基金 843 0 843 

計 2,835 138 2,973 

このほか、平成 29 年度に開学する福岡看護

大学の教育研究の振興及び環境整備を目的と

して、福岡歯科大学附属病院の初代看護部長、

野見山泉（旧姓：山村）様より 3,000 千円のご

寄付をいただき、一部を看護大学の校旗掲揚台

の設置費用に充てた。 

また、外郭団体の福岡歯科大学学生共済会か

ら、47,566 千円(特待生事業：36,249 千円、SA

事業：4,135 千円、施設設備整備事業：7,182

千円)の寄付があった。 

(５)エネルギー使用量の削減

① 学習環境に配慮した、エコキャンパス整備

に係る 28 年度計画に基づき短大 3 階講義室照

明と本館図書館閲覧室照明を高機能照明器具

へ改修し、全学的にエネルギー使用量削減に取

り組んだ。

② エネルギー使用量の結果は、平均気温の大

幅な上昇に伴い前年度比、電力使用量 2.0％増、

ガス使用量 11.2％増となった。

３）認証評価への対応

(１)福岡歯科大学

教育研究の質保証にかかる PDCA サイクルの

一環として「福岡歯科大学の現状と課題改善報

告書‘15」を作成、ホームページで学内外に公

開した。 

(２)医科歯科総合病院

病院機能評価の認定期間が平成30年 5月 18

日までであり、平成 30 年 1 月 24 日・25 日を

更新受審の希望日として申し込みを行った。 

また、病院機能評価委員会を中心に各領域の

現状と問題点について検討するとともに、各病

院マニュアル・職員手帳の改訂に着手した。 

(３)福岡医療短期大学

3 年に 1 度発行する｢福岡医療短期大学の現

状と課題｣の取り組みを自己点検評価委員会に

て開始した。 

(４)情報公開等の推進

① 大学ポートレートに参画するとともに、更

新を継続して行った。また、教育情報の公開に

ついては、教育研究活動に関する情報や修学上

の情報等をホームページで随時更新した。

② 財務情報については、平成 27 年度決算が、

学校法人会計基準が改正されて初めての決算

となるため、過去４年間の決算を新会計基準に

組替え、5年間の経年比較として、平成 28年 8

月にホームページで公開した。

４）安全管理及び法令遵守

(１)情報化組織及び管理体制の整備・充実

① 私立大学等改革総合支援事業に係る ICT 活

用推進事業として「アクティブラーニング強化

のための高速学内 LAN 構築」について各フロア

スイッチ及び FireWall の更新等の計画を盛り

込んだ補助金申請を申請した。1月に採択通知

を受け、3月に GigabitEthernet の学内 LAN サ

ービスを開始した。

② セキュリティ講習について、新規採用者に

は採用時の初級受講を徹底し、昨年度初級受講
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者については全員の中級受講が 11 月に完了し

た。 

③ 学内 LAN の一定レベルの安全を確保するこ

とを目的とし、平成 29 年度から学内 LAN に接

続する教職員の全パソコンに、共通のウイルス

対策ソフトをインストールすることを決定し

た。

④ サイバー攻撃によるファイル窃取に備え、

事務職員のパソコンすべてにファイル暗号化

ソフトを導入した。

(２)ハラスメント対策等

ハラスメント防止体制等強化のため、5月に

相談員等 9 名がロールプレイ研修に参加した。

また、同日に教職員対象にハラスメント講演会

を実施し、66 名が参加した。12 月にはメンタ

ルヘルス講習会を実施し、72名が参加した。

(３)ストレスチェックの実施

平成27年12月から毎年１回の実施が義務付

けられたストレスチェックについて、平成 28

年 5 月 10 日～25 日の間実施し、479 名が受検

した。 

(４)研究倫理教育の実施

9 月に「研究不正を防止するための研究倫理

意識の向上」のＦＤ講演会を実施し、大学及び

短大等の教職員並びに大学院生を含む 149 名

が受講した。なお、未受講者については、日本

学術振興会の研究倫理 eラーニングコース（eL 

CoRE）の受講を課し、研究に関わる教職員全て

が研究倫理教育を受講できる環境を整えた。 

(５)公的研究費の適正管理

公的研究費の不正使用防止をより明確にす

るため「公的研究費の不正使用防止に関する基

本方針」を策定し周知した。 

５）その他

(１)福岡学園開学記念式典の実施

学園の開学記念日（7 月 27 日）に開学記念式

典を実施し、名誉教授称号授与、永年勤続表彰

及び特待生表彰等を行った後に、本学卒業生 3

名による記念講演を行い、学内外から約 250 名

の参加者があった。 

(２）男女共同参画の推進

男女共同参画を推進するため「男女共同参

画推進委員会規則」を制定した。 

(３)田中健藏基金による支援事業

平成 27 年度に創設された田中健藏基金によ

る第１回目の事業として、大学院生 8名、医員

1名に対し、学会等参加時の旅費（総額 276 千

円）の支援を実施した。 

(４)福岡看護大学開学記念式典・祝賀会の準備

平成 29 年 4 月 1 日に開催予定の福岡看護大

学開学記念式典・祝賀会の準備を行った。 

(５)福岡学園第三次中期構想の制定

学園の中期的な将来ビジョンとなる「第三次

中期構想」を第 508 回理事会（平成 29 年 3 月

開催）の議を経て制定した。平成 29 年度から

平成 34 年度までの 6 年間を期間としており、

教育、研究、学生支援、社会連携・社会貢献、

組織運営、財務・施設の６つの項目を柱として、

基本となる構想とその具体的な目標を明確に

した。 

(６)歯科大学名誉教授の称号付与

教育上又は学術上特に功績があった者に付

与される名誉教授の称号について、北村憲司氏、

松浦正朗氏の 2名が推薦され、第 501 回理事会

（平成 28 年 7 月 19 日開催）で決定し、平成

28 年 7 月 27 日に授与された。 
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Ⅲ．財務の概要 

１．資金収支の状況 

平成 28 年度資金収支計算書の収入額は 108

億 1,190 万 4 千円で、主な項目は、学生生徒等

納付金収入 29億 9,383 万 6 千円、医療収入 17

億 8,899 万円 3千円、受取利息・配当金収入 6

億 9,029 万 1 千円、補助金収入 5億 5,849 万 3

千円などであった。前年度繰越支払資金 15 億

2,591 万 6千円を加えると、収入合計は 123 億

3,782 万円となった。

一方、支出額は 115 億 2,532 万 2 千円で、主

な項目は、人件費支出 39 億 1,732 万 2 千円、

教育研究経費支出 16 億 3,881 万 1 千円、管理

経費支出 3 億 3,756 万 8 千円、施設関係支出

16 億 747 万 6 千円、設備関係支出 3 億 6,382

万 9 千円などであった。これにより、収入合計

から支出額を差し引いた、翌年度繰越支払資金

は 8億 1,249 万 8 千円となった。（別表 11） 

２．事業活動収支の状況 

平成 28 年度事業活動収支計算書の事業活動

収入は 68 億 6,045 万 2 千円、事業活動支出は

65 億 2,208 万 1 千円で、基本金組入前当年度

収支差額は 3億 3,837 万 1 千円となった。この

額から基本金組入額合計 23 億 3,770 万 7 千円

を差し引いた当年度収支差額は 19 億 9,933 万

6 千円の支出超過となり、これより前年度繰越

収支差額1億8,339万円を差し引いた翌年度繰

越収支差額は 21 億 8,272 万 6 千円の支出超過

となった。 

活動区分ごとの収支は次のとおりであった。 

（1）教育活動収支（経常的な収支） 

教育活動収入は学生生徒等納付金、医療収

入など 61 億 1,849 万 2 千円、教育活動支出

は人件費、教育研究経費など 64 億 9,680 万

7千円となり、教育活動収支差額は3億7,831

万 5 千円の支出超過となった。 

（2）教育活動外収支（経常的な収支） 

教育活動外収入は受取利息・配当金 6 億

9,029 万 1千円、教育活動外支出は 0円とな

り、教育活動外収支差額は 6 億 9,029 万 1

千円の収入超過となった。 

（3）経常収支差額 

教育活動収支差額と教育活動外収支差額

を合計した経常収支差額は 3 億 1,197 万 6

千円の収入超過となった。 

（4）特別収支（臨時的な収支） 

特別収入は施設設備補助金、現物寄付など

5,166 万 9千円、特別支出は 2,527 万 4 千円

となり、特別収支差額は 2,639 万 5千円とな

った。 

（5）基本金組入額 

  看護大学に係る建物、設備の取得等による

第 1号基本金への組入れ 17 億 2,963 万 6 千

円、病院建設等資金として第 2号基本金への

組入れ 6億円、学術振興基金等の第３号基本

金への組入れ 807 万 1 千円など、前年度比 9

億 9,047 万 4 千円増の 23億 3,770 万 7 千円

を組入れた。（別表 12）

３．貸借対照表 

平成 28 年度末（平成 29年 3月 31 日）現

在の貸借対照表資産の部合計額は、前年度比

5億 1,734 万 5千円増の612億 8,393万円と

なった。この額から負債の部合計額 24億

7,870 万 4千円を差引いた純資産は、588 億

522 万 6 千円となり、前年度比 3億 3,837 万

1 千円の増となった。（別表 13） 

４．財務比率 

（1）貸借対照表関係比率 

  主な比率では、長期的な財務の健全性の指

標となる純資産構成比率は 96.0％、短期的

な財務状況を判断する流動比率は 120.3％、

将来的な安全性確保の状況を判断する積立

率は 97.4％となり財務の健全性が維持され

ている。 

（2）事業活動収支計算書関係比率 

  主な比率では、人件費比率 57.4％、教育

研究経費比率 32.5％、管理経費比率 5.5％と

なった（経常収入を分母とした比率）。経営

状況の判断指標となる事業活動収支差額比

率（旧：帰属収支差額比率）は 4.9％で、看

護大学に係る設置経費及び人件費等の支出

が増え、前年度より 6.4 ﾎﾟｲﾝﾄ下降した。 

（別表 14） 

５．経年比較 

資金収支推移、事業活動収支推移、貸借対

照表推移、財務比率推移（過去 5年間の経年

比較）及び事業活動収入・事業活動支出構成

比率（前年度比較）を添付した｡（別表 15） 
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No. 題名 著者名 発行元 巻 号 ページ 発行年 DOI

1 Oral bacteria and bowel diseases mini review
Yoneda M, Suzuki N, Morita H,

Hirofuji T

Journal of

Gastrointestinal &

Digestive System

6 2 - 2016
10.4172/2161-

069X.1000404

2
Basic principles of magnetic resonance imaging

for beginner oral and maxillofacial radiologists

Kagawa T, Yoshida S, Shiraishi

T, Hashimoto M, Inadomi D, Sato

M, Tsuzuki T, Miwa K, Yuasa K

Oral Radiology 33 2 92-100 2017
10.1007/s1128

2-017-0274-z

3 Ototoxicity of acetic acid: A short review Yamano T Otolaryngol (Sunnyvale) 6 4 252 2016
10.4172/2161-

119X.1000252

2.原著

No. 題名 著者名 発行元 巻 号 ページ 発行年 DOI

1
A qualitative study on the background of long-

term maintenance patients at a private Japanese

dental clinic.

Kato T, Sugiyama S, Makino M,

Naito T
BMC Oral Health 16 - - 2016

10.1186/s1290

3-016-0203-2

2
Measurement of reduced gingival melanosis after

smoking cessation: A novel analysis of gingival

pigmentation using clinical oral photographs.

Kato T, Takiuchi H, Sugiyama S,

Makino M, Noguchi S,

Katayama-Ono T, Hanioka T,

Naito T

International Journal of

Environmental Research

and Public Health

13 6 - 2016
10.3390/ijerph

13060598

3
Insomnia and depression impair oral health-

related quality of life in the old-old.

Noguchi S, Makino M, Haresaku

S, Shimada K, Naito T

Geriatrics and

Gerontology International
- - - 2016

10.1111/ggi.12

816

4

Associations among oral health-related quality of

life, subjective symptoms, clinical status, and self-

rated oral health in Japanese university students:

a cross-sectional study.

Yamane-Takeuchi M, Ekuni D,

Mizutani S, Kataoka K,

Taniguchi-Tabata A, Azuma T,

Furuta M, Tomofuji T, Iwasaki Y,

Morita M

BMC Oral Health 16 1 - 2016
10.1186/s1290

3-016-0322-9

5
Type D personality and periodontal disease in

university students: A prospective cohort study.

Mizutani S, Ekuni D, Yamane-

Takeuchi M, Azuma T,

Taniguchi-TabataA, Tomofuji T,

Iwasaki Y, Morita M

Journal of Health

Psychology
- - - 2016

10.1177/13591

05316668668

6

Awareness and knowledge of halitosis:

Comparison of two grades of dental hygienist

students

Inoue E, Yoneda M, Suzuki N,

Matsuo T, Ishii A, Haraga M,

Hirahashi K, Morita H, koga C,

Inoue Y, Yasukouchi H, Hirofuji T

Journal of Oral Hygiene &

Health
4 5 - 2016

10.4172/2332-

0702.1000211

7
Consciousness and knowledge of nursing home

workers about oral malodor

Ishii A, Yoneda M, Suzuki N,

Haraga M, Yamada K, Morita H,

Hirahashi K, Koga C, Inoue Y,

Hirofuji T

Journal of Oral Hygiene &

Health
4 5 - 2016

10.4172/2332-

0702.1000207

8

The histopathological comparison on the

destruction of the periodontal tissue between

normal junctional epithelium and long junctional

epithelium.

Noguchi S, Ukai T, Kuramoto A,

Yoshinaga Y, Nakamura H,

Takamori Y, Ｙamashita Y, Hara

Y

Journal of Periodontal

Research
52 1 74-82 2017

10.1111/jre.12

370

9
Immunopathology of apical periodontitis and

refractory cases

Matsuzaki E, Anan H,

Matsumoto N, Hatakeyama J,

Minakami M, Izumi T

Journal of Tissue

Science & Engineering
7 3 - 2016

10.4172/2157-

7552.1000184
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10
Celecoxib inhibits osteoblast maturation by

suppressing the expression of Wnt target genes.

Nagano A, Arioka M, Takahashi-

Yanaga F, Matsuzaki E, Sasaguri

T

Journal of

Pharmacological

Sciences

133 1 18-24 2017
10.1016/j.jphs.

2016.11.003

11
Sphingosine-1-phosphate/S1PR2-mediated

signaling triggers Smad1/5/8 phosphorylation and

thereby induces Runx2 expression in osteoblasts.

Higashi K, Matsuzaki E,

Hashimoto Y, Takahashi-Yanaga

F, Takano A, Anan H, Hirata M,

Nishimura F

Bone 93 1 1-11 2016
10.1016/j.bone

.2016.09.003

12
Sphingosine-1-phosphate-enhanced Wnt5a

promotes osteogenic differentiation in C3H10T1/2

cells.

Hashimoto Y, Kobayashi M,

Matsuzaki E, Higashi K,

Takahashi-Yanaga F, Takano A,

Hirata M, Nishimura F

Cell Biology International 40 10
1129-

1136
2016

10.1002/cbin.1

0652

13
Prevalence and risk factors for peri-implant

diseases in Japanese adult dental patients.

Ogata Y, Nakayama T, Tatsumi

J, Kubota T, Sato S, Nishida T,

Takeuchi Y, Onitsuka T,

Sakagami R, Matsuzaki E,

Nozaki T, Murakami S,

Matsubara N, Tanaka M,

Yoshino T, Ota J, Nakagawa T,

Ishihara Y, Ito T, Saito A, Yamaki

K,Hidaka T, Sasaki D, Yaegashi

T, Yasuda T, Shibutani T,

Noguchi K, Araki H, Ikumi N,

Aoyama Y, Kogai H, Nemoto K,

Deguchi S, Takiguchi T,

Yamamoto M, Inokuchi K, Ito T,

Kado T, Furuichi Y, Kanazashi

M, Gomi K, Takagi Y, Kubokawa

K, Yoshinari N, Hasegawa Y,

Hirose T, Sase T, Arita H,

Kodama T, Shin K, Izumi Y,

Yoshie H.

Journal of Oral Science 59 1 1-11 2017
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別表４ 平成 28 年度地域貢献一覧表 

実施事業 内 容 

運動場、テニスコ

ート、体育館の開

放 

地元ソフトボールチーム、野球チーム、子供ラグビークラブ等、

ほぼ毎週運動場、ラグビー場、体育館等体育施設の地域への開

放を行った。 

公園清掃 田新町が町内行事として月 1 回実施している田村北公園の清掃

に介護老人保健施設等の職員が毎月 2～3名参加し、地域との交

流を深めるとともに、清掃後、理学療法士等によるリハビリ体

操の指導を行った。 

学園祭での交流 学園近郊の地域子供会で組織するダンスチーム（四箇田キッズ

ダンス、田村ジュニアダンス、スマイルキッズダンス田村･四箇

田･入部）や地域の太鼓演奏が学園祭にゲスト出演し、イベント

会場を盛り上げた。また、地域団体が学園祭に模擬店を出店し

た。 

地下鉄マナーアッ

プキャンペーン 
福岡市交通局主催のマナーアップキャンペーンに福岡歯科大学

学友会を代表して、ラグビー・フットボール部及び放送部の学

生と福岡医療短期大学保健福祉学科の学生がボランティア活動

として乗車マナーアップを呼びかけた。 

福岡医療短期大学

教員ボランティア

活動 

地域交流並びに地域活性化ボランティア活動の取り組みとし

て、キャンパス内のさくら館において定期的に開催されている

地元田新町老人会「親和会」の集いに短大教員並びに専攻科学

生が毎月担当を決めて参加し、情報提供を行っている。平成 28

年度は計 12 回参加した。 

地域行事に学生ボ

ランティアが参加

田村校区自治協議会主催で行なわれた「第５回たむら校区夏祭

り」「タムランピック 2016」に福岡歯科大学と福岡医療短期大

学の学生がボランティアとして参加した。学生は、ステージイ

ベントの司会進行や会場警備、景品･競技資材の準備等を行い、

地域住民と交流を深めた。 

地域カフェの共催 地域カフェ「かふぇもりのいえ」を、月に 1 回の頻度で、社会

福祉法人学而会サンシャインプラザと共に主催している。共催

団体は、田村公民館、田村校区自治協議会、田村校区社会福祉

協議会、早良区社会福祉協議会である。毎回福岡歯科大学、福

岡医療短期大学の教員ならびに学生ボランティアが参加し、健

康講座、歯科無料相談、介護無料相談などを通じて健康情報の

普及に努めたほか、地域住民と交流を深めた。 
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別表５ 平成 28 年度公開講座一覧表 

名 称 開催日・会場 テーマ・参加人員

出前講座 平成 28 年 4 月から 

平成 29 年 3 月まで 

（市内公民館、小学校等） 

市内公民館、小学校などを対象に、 

聴講者の要望に合わせて地域連携 

センターがアレンジしたテーマで、

本学の教授、准教授等が 26 箇所の

出前講座を行った。

平成 28 年度 

福岡歯科大学 

臨床セミナー 

平成 28 年 4 月から 

平成 29 年 3 月まで 

（福岡歯科大学 

本館 5階 504 講義室） 

医療関係者を対象に通算 24 回実施

した。 

参加者延べ 921 名 

(臨床研修歯科医を含む) 

にこにこスロー 

ジョギング with 

ウォーキング 2016

平成 28 年 4 月 24 日 

（福岡大学陸上競技場） 

一般市民を対象にスロージョギング 

やウォーキングを実施した。 

（地下鉄七隈線沿線 

  三大学連絡協議会主催） 

参加者 70名 

福岡市民の健康を

歯と口から守る 

集い 

平成 28 年 6 月 5 日 

（福岡県歯科医師会館） 

福岡市等主催。一般対象の相談 

コーナー（口臭、口腔外科、小児

歯科、禁煙）を開設。

参加者 130 名（本学コーナーのみ）

栄養クリニック 

健康 FESTIVAL 2016 

平成 28 年 6 月 11 日 

（中村学園大学 

栄養クリニック） 

一般市民を対象に健康度測定 

コーナー、健康相談、運動教室、

ランチョンセミナー等を実施した。

参加者 92名

福岡歯科大学 

公開講座 

平成 28 年 7 月 11 日 

（福岡歯科大学 

本館 9階 講堂） 

「心配だったら聞いてみよう 

皮膚のトラブルとアレルギー」 

① 皮膚と口のアレルギー症状

② 金属を使わない歯科治療

～金属アレルギーへの対処～

参加者 107 名 

先端科学･老化 

制御研究センター 

発表会 

平成 28 年 8 月 1 日～2日 

（福岡歯科大学 

本館 5階 501 講義室） 

先端科学･老化制御に関する研究を 

行っている学内研究者 22名の講演。 

参加者約 100 名 

第 23 回日本歯科

医学会総会 

市民イベント 

平成 28 年 10 月 23 日 

（福岡国際会議場） 

一般市民を対象に口臭チェック、 

歯科相談等を実施した。 

参加者 157 名 
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名称 開催日・会場 テーマ・参加人員

「健康まるごと 

福岡学園」 

平成 28 年 10 月 29 日 

～30 日 

（福岡学園） 

1.からだの科学展

2.講演会「口からはじめる復興支援

――熊本地震と口腔ケア」

3.医科ミニ講座

4.歯科無料相談

5.介護施設見学・介護無料相談

6.短大企画「口から始める介護予防」 

各イベント参加者合計 2,033 名

平成 28 年度 

地下鉄七隈線沿線 

3 大学合同 

シンポジウム

平成 28 年 11 月 5 日 

（福岡大学病院 

 福大メディカルホール） 

メインテーマ

「食とスマイルと感動で元気になる」

第一部講演、第二部公開討論（参加

者からの質問に回答する形式）。

本学、福岡大学、中村学園大学

合同開催。

参加者 127 名

福岡歯科大学学会

総会特別講演 

平成 28 年 12 月 18 日 

（福岡歯科大学 

本館 9階 講堂） 

メインテーマ「デジタル医療の進化」 

特別講演、5名のシンポジスト

による講演後質疑応答。

参加者 225 名

戦略的大学 

連携支援事業 

口腔医学 

シンポジウム

平成 29 年 1 月 7 日 

（岩手医科大学） 

テーマ「口腔と精神医学」

4名のシンポジストによる講演後

講演者による討論。

参加者 103 名

大学院特別講義 平成 28 年 7 月 6 日 

 ～平成 29 年 2 月 9 日 

（福岡歯科大学 

本館 5階 504 講義室他） 

全 12 回 

テキサス大学、南カリフォルニア大

学、カンサス大学、大阪大学、慶熙

大學校、中国医科大学、カリフォル

ニア大学ロサンゼルス校、マンダレ

ー歯科大学、リバプール大学、ブリ

ティッシュコロンビア大学の教授、

准教授等による講義が行われた。

口腔インプラント

初級講習会 

（生涯研修） 

平成 28 年 7 月 17 日 

 ～平成 28 年 7 月 18 日 

（福岡歯科大学 

本館 4階 実習室） 

実習を多く取り入れた実践的研修。 

全 2回シリーズの研修。 

参加者 12名 

在宅歯科医療に 

役立つ知識 

（生涯研修） 

平成 28 年 9 月 4 日 

～平成 28年 10 月 9日 

（福岡歯科大学 口腔医療 

センター セミナー室）

医師と歯科医師が連携して行う講義 

形式の研修。 

全 3回シリーズの研修。 

参加者 12名 
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名称 開催日・会場 テーマ・参加人員

すぐに役立つ 

最新の NiTi File

を用いた根管形成

法の実際 

（生涯研修） 

平成 29 年 1 月 18 日 

～平成 29年 1月 25 日 

（福岡歯科大学 口腔医療 

センター セミナー室）

歯内治療の新たなテクニックを 

実践的に学べる研修。 

全 2回シリーズの研修。 

参加者 7名 

福岡歯科大学 

生涯研修セミナー

（生涯研修） 

平成 29 年 2 月 4 日 

～平成 29年 3月 18 日 

（福岡歯科大学 口腔医療 

センター セミナー室）

臨床力強化を目的とした講義形式の 

研修。 

4 回のセミナーから興味がある内容

を選択し、受講することが可能。 

参加者 30名 

歯周検査・スケー

リングと歯周外科

手術の基本と応用

（生涯研修） 

平成 29 年 2 月 8 日 

～平成 29年 3月 8日 

（福岡歯科大学 口腔医療 

センター セミナー室）

歯周治療の基本と応用が実践的に 

学べる研修。 

全 4回シリーズの研修。 

参加者 3名 

【歯科衛生士スキ

ルアップセミナ

ー】 

歯周病とインプラ

ント治療に役立つ

知識とテクニック

（生涯研修） 

平成 29 年 2 月 18 日 

～平成 29年 2月 25 日 

（福岡歯科大学 口腔医療 

センター セミナー室）

歯科衛生士対象の実践的研修。 

2 回のセミナーから興味がある内容

を選択し、受講することが可能。 

参加者 7名 

福岡医療短期大学

公開講座 

平成 28 年 10 月 2 日 

（福岡医療短期大学 

304 教室） 

テーマ「認知症を考える」Part3

口から始める介護予防…食べる

幸せ、生きる喜びを支援する…

参加者 103 名 

福岡医療短期大学 

口腔介護スキル 

アップ講座

平成 28 年 11 月 13 日 

～平成 28年 12 月 18 日 

（福岡医療短期大学） 

実習を多く取り入れた実践的研修。

全 5回シリーズの研修。 

参加者 38名 



第3種海外研修派遣実績一覧表

所属 職名 氏名 目的 派遣先 自 至

口腔保健学講座 教授 埴岡　隆 学会発表 ベルギー（ブリュッセル） 自：H28.04.02 至：H28.04.07

総合医学講座 教授 大星　博明 学会発表 イタリア（ベネチア） 自：H28.04.11 至：H28.04.17

口腔治療学講座 准教授 吉永　泰周 学生引率 カナダ（バンクーバー） 自：H28.04.14 至：H28.04.25

咬合修復学講座 講師 山本　勝己 学生引率 カナダ（バンクーバー） 自：H28.04.23 至：H28.05.01

口腔・顎顔面外科学講座 教授 平木　昭光 学会発表 ドイツ（バンブルク） 自：H28.05.30 至：H28.06.06

成長発達歯学講座 准教授 岡　暁子 学会発表 フィンランド（ポルボ） 自：H28.06.13 至：H28.06.21

成長発達歯学講座 医員 高田　俊輔 学会発表 韓国(ソウル) 自：H28.06.21 至：H28.06.26

口腔治療学講座 助教 丸尾　直樹 学会発表 韓国(ソウル) 自：H28.06.22 至：H28.06.26

口腔保健学講座 教授 埴岡　隆 学会発表 韓国(ソウル) 自：H28.06.22 至：H28.06.24

口腔・顎顔面外科学講座 教授 山下　潤朗 学会発表 韓国(ソウル) 自：H28.06.22 至：H28.06.24

成長発達歯学講座 医員 西村　紗和 学会参加 韓国(ソウル) 自：H28.06.22 至：H28.06.26

成長発達歯学講座 大学院生 梶原　弘一郎 学会発表 韓国(ソウル)
自：H28.06.22 至：H28.06.26

成長発達歯学講座 助教 加地　千晶 学会発表 韓国(ソウル)
自：H28.06.22 至：H28.06.26

成長発達歯学講座 大学院生 高良　憲洋 学会発表 韓国(ソウル)
自：H28.06.22 至：H28.06.26

咬合修復学講座 教授 城戸　寛史 学会参加 アメリカ(ニューヨーク) 自：H28.06.22 至：H28.06.28

咬合修復学講座 講師 加倉　加恵 学会参加 アメリカ(ニューヨーク) 自：H28.06.22 至：H28.06.28

咬合修復学講座 助教 坂井　拓弥 学会参加 アメリカ(ニューヨーク) 自：H28.06.22 至：H28.06.28

生体構造学講座 教授 沢　禎彦 学会発表 韓国(ソウル) 自：H28.06.22 至：H28.06.26

咬合修復学講座 教授 髙橋　裕 その他(研究打ち合わせ) フィンランド（トゥルク） 自：H28.08.21 至：H28.08.27

咬合修復学講座 講師 川口　智弘 その他(研究打ち合わせ) フィンランド（トゥルク） 自：H28.08.21 至：H28.08.28

成長発達歯学講座 准教授 梶井　貴史 学会発表 インドネシア（バリ） 自：H28.08.31 至：H28.09.05

成長発達歯学講座 医員 山内　由宣 学会発表 インドネシア（バリ） 自：H28.08.31 至：H28.09.05

成長発達歯学講座 大学院生 坂口　結 学会発表 インドネシア（バリ）
自：H28.08.31 至：H28.09.05

総合歯科学講座 准教授 森田　浩光 その他(国際支援ボランティア) ﾌｨﾘﾋﾟﾝ（ｲｻﾞﾍﾞﾗ州ｷﾞﾊﾝ村） 自：H28.09.04 至：H28.09.10

総合歯科学講座 大学院生 山口　真広 その他(国際支援ボランティア) ﾌｨﾘﾋﾟﾝ（ｲｻﾞﾍﾞﾗ州ｷﾞﾊﾝ村） 自：H28.09.04 至：H28.09.11

生体構造学講座 教授 稲井　哲一朗 学会発表 ドイツ（ベルリン） 自：H28.09.07 至：H28.09.13

口腔治療学講座 教授 坂上　竜資 学会発表 アメリカ(サンディエゴ)
自：H28.09.09 至：H28.09.15

口腔治療学講座 大学院生 有田　晴一 学会発表 アメリカ(サンディエゴ) 自：H28.09.09 至：H28.09.14

口腔・顎顔面外科学講座 講師 泉　喜和子 学会発表等 イギリス(ロンドン)デンマーク(オーブス)
自：H28.09.11 至：H28.09.20

口腔・顎顔面外科学講座 助教 永沼　香織 学会発表等 イギリス(ロンドン)デンマーク(オーブス)
自：H28.09.11 至：H28.09.20

口腔・顎顔面外科学講座 医員 井上　庸子 学会発表等 イギリス(ロンドン)デンマーク(オーブス)
自：H28.09.11 至：H28.09.20

総合医学講座 助教 田中　茂 学会発表 フランス（トゥール）
自：H28.09.14 至：H28.09.19

口腔保健学講座 教授 埴岡　隆 その他(WHOﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ実施者) タイ(バンコク)
自：H28.09.18 至：H28.09.22

咬合修復学講座 教授 佐藤　博信 学会発表 フランス（パリ）
自：H28.09.28 至：H28.10.3

咬合修復学講座 教授 城戸　寛史 学会発表 フランス（パリ）
自：H28.09.28 至：H28.10.3

咬合修復学講座 大学院生 佐藤　絢子 学会発表 フランス（パリ）
自：H28.09.28 至：H28.10.3

成長発達歯学講座 教授 尾崎　正雄 学会発表 中国(上海)
自：H28.10.24 至：H28.10.27

細胞分子生物学講座 講師 進　正史 学会発表 イギリス(ニーズ)
自：H28.10.29 至：H28.11.04

診断・全身管理学講座 助教 筑井　朋子 学会発表 タイ(チェンマイ)
自：H28.11.09 至：H28.11.13

診断・全身管理学講座 教授 湯浅　賢治 学会発表 タイ(チェンマイ)
自：H28.11.09 至：H28.11.13

診断・全身管理学講座 大学院生 橋本　麻利江 学会発表 タイ(チェンマイ)
自：H28.11.09 至：H28.11.13

咬合修復学講座 教授 城戸　寛史 学会発表 中国(香港)
自：H28.11.10 至：H28.11.14

咬合修復学講座 大学院生 安松　香奈江 学会発表 中国(香港)
自：H28.11.10 至：H28.11.14

咬合修復学講座 大学院生 佐藤　絢子 学会発表 中国(香港)
自：H28.11.10 至：H28.11.14

咬合修復学講座 講師 加倉　加恵 学会発表 中国(香港)
自：H28.11.11 至：H28.11.13

総合医学講座 准教授 德本  正憲 学会発表 アメリカ(シカゴ)
自：H28.11.17 至：H28.11.21

総合医学講座 助教 田中　茂 学会発表 アメリカ(シカゴ)
自：H28.11.18 至：H28.11.21

口腔治療学講座 教授 坂上　竜資 その他(外部評価) 中国(香港)
自：H28.12.10 至：H28.12.13

成長発達歯学講座 准教授 岡　暁子 学会発表 インド(チェンナイ)
自：H29.02.07 至：H29.02.12

別表６　　平成28年度海外研修派遣一覧表

福岡歯科大学
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所属 職名 氏名 目的 派遣先 自 至

診断・全身管理学講座 准教授 香川　豊宏 学生引率 韓国（ソウル）
自：H29.03.12 至：H29.03.18

成長発達歯学講座 助教 加地　千晶 学生引率 韓国（ソウル）
自：H29.03.12 至：H29.03.18

咬合修復学講座 教授 城戸　寛史 学会発表 アメリカ(フロリダ)
自：H29.03.15 至：H29.03.20

咬合修復学講座 大学院生 安松　香奈江 学会発表 アメリカ(フロリダ)
自：H29.03.15 至：H29.03.20

咬合修復学講座 大学院生 大多和　昌人 学会発表 アメリカ(フロリダ)
自：H29.03.15 至：H29.03.20

咬合修復学講座 大学院生 宮園　祥爾 学会発表 アメリカ(オーランド・サンフランシスコ)
自：H29.03.15 至：H29.03.27

口腔治療学講座 教授 坂上　竜資 学生引率 イギリス（リバプール）
自：H29.03.17 至：H29.03.27

機能生物化学講座 教授 早川　浩 学会発表 イタリア（ルッカ）
自：H29.03.18 至：H29.03.26

総合歯科学講座 准教授 森田　浩光 学会発表 アメリカ(サンフランシスコ)
自：H29.03.21 至：H29.03.28

口腔・顎顔面外科学講座 教授 平木　昭光 学生引率 中国(上海）
自：H29.03.26 至：H29.04.01

咬合修復学講座 助教 谷口　祐介 学生引率 中国(上海）
自：H29.03.26 至：H29.04.01

生体構造学講座 准教授 畠山　雄次 学生引率 中国(瀋陽）
自：H29.03.26 至：H29.04.01

咬合修復学講座 講師 川口　智弘 学生引率 中国(瀋陽）
自：H29.03.26 至：H29.04.01

総合医学講座 教授 大星　博明 学会発表 ドイツ（ベルリン）
自：H29.03.30 至：H29.04.06

総合医学講座 助教 金澤　有華 学会発表 ドイツ（ベルリン）
自：H29.03.31 至：H29.04.06

※中止は除く(都築Dr)

第1種海外研修派遣実績一覧表

所属 職名 氏名 自 至

咬合修復学講座 大学院生 佐々木　浩乃
自：H28.04.01 至：H29.03.31

咬合修復学講座 講師 森永　健三
自：H28.09.01 至：H29.08.31

第2種研修派遣実績一覧表

所属 職名 氏名 目的 派遣先 自 至

咬合修復学講座 大学院生 宮園　祥爾 研究留学 久留米大学 自：H29.02.09 至：H29.03.14

第3種海外研修派遣実績一覧表

所属 職名 氏名 目的 派遣先 自 至

保 健 福 祉 学 科 教授 髙瀬　文広 学会参加 韓国（ソウル） 自：H28.09.22 至：H28.09.25

歯 科 衛 生 学 科 講師 貴島　聡子 学生引率 アメリカ（ロサンゼルス） 自：H28.10.28 至：H28.11.07

㊟第3種海外研修派遣：1カ月以内視察、調査、研究、学会参加等

派遣先

University of Turku(フィンランド)

UCLA School of Dentistry（アメリカ）

福岡歯科大学

㊟第3種海外研修派遣：1カ月以内視察、調査、研究、学会参加等

㊟第3種海外研修派遣：1カ月以内視察、調査、研究、学会参加等

福岡歯科大学

㊟第1種海外研修派遣：1カ月以上1年以内の海外研修等

福岡医療短期大学
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所属 受講日 研　修　等　名 場 所 参加者

5/11-12 私大職員のための大学におけるﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞと広報・募集の実践講座 東京都 長池淳

5/19 平成28年度ﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝ基礎研修 福岡市 長池淳

8/6-7 festivo ウェブデザイン Camp@福岡 福岡市 石橋幸恵

8/25-26 日本私立大学協会九州支部中堅職員研修会 福岡市 石橋幸恵

9/16 大学職員の新人研修 福岡市 古川千尋

10/7 プレゼンテーション研修 福岡市 古川千尋

5/20 私学共済地域事務担当者説明会 福岡市 栁弘範

6/9 平成28年度私立大学等経常費補助金説明会 福岡市 和才広輝

6/9 平成28年度私立大学等経常費補助金説明会 福岡市 栁弘範

6/9 平成28年度私立大学等経常費補助金説明会 福岡市 谷賢太郎

6/21 私学共済事務担当者連絡会 福岡市 栁弘範

7/4 研究活動における不正行為への対応等に関する説明会 東京都 和才広輝

7/4 研究活動における不正行為への対応等に関する説明会 東京都 行弘智美

7/7 人権・同和問題企業事業主研修会 福岡市 秋吉慎仁郎

7/8 科学研究費助成事業実務担当者向け説明会 北九州市 和才広輝

7/8 科学研究費助成事業実務担当者向け説明会 北九州市 行弘智美

7/26-27 自衛消防業務新規講習 福岡市 田島大寛

8/22 Q-Links(ＳＤの義務化） 福岡市 田島大寛

8/30 給与実務研究会（人事院勧告説明会） 東京都 田島大寛

8/30 給与実務研究会（人事院勧告説明会） 東京都 栁弘範

9/2 平成29年度科学研究費助成事業公募要領等説明会 福岡市 和才広輝

9/2 平成29年度科学研究費助成事業公募要領等説明会 福岡市 行弘智美

9/28-30 日本私立大学協会事務局長相当者研修会 大阪市 和才広輝

9/28-29 若き社員自己活性化ｾﾐﾅｰ 福岡市 飯尾寛人

10/6 改正育児・介護休業法、男女雇用機会均等法等説明会＆ハラスメント防止研修会 福岡市 栁弘範

10/7 プレゼンテーション研修 福岡市 石橋直美

10/20 給与実務研修会（俸給関係及び給与の支給関係） 東京都 飯尾寛人

10/26 業務説明会（退職金財団） 福岡市 飯尾寛人

11/18 人権・同和問題企業指導者研修会 福岡市 飯尾寛人

11/30 人事・労務情報交換会 福岡市 田島大寛

11/30 人事・労務情報交換会 福岡市 栁弘範

12/2 九州地区私立大学事務連絡協議会 福岡市 和才広輝

別表７　　平成28年度　外部研修等受講一覧表

総務課

企画課
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所属 受講日 研　修　等　名 場 所 参加者

12/10 第21回財務問題研究会 大阪市 和才広輝

1/17-18 私学共済事務担当者研修会 福岡市 飯尾寛人

1/27 動物実験の外部検証平成29年度の実施準備に向けた事前説明会及び個別相談会 東京都 和才広輝

1/26 本格的な産学官共同研究をすすめるための地域フォーラム 福岡市 和才広輝

2/27 平成28年度　保育安全研修会 大阪市 田島大寛

2/28 私学共済事務担当者連絡会 福岡市 飯尾寛人

6/8 平成28年度私立大学等経常費補助金説明会 福岡市 森田俊

6/9 平成28年度私立大学等経常費補助金説明会 福岡市 甲斐正紀

6/9 平成28年度私立大学等経常費補助金説明会 福岡市 豊福直子

7/1 平成28年度会計初級研修会 福岡市 森田俊

7/8 科学研究費助成事業実務担当者向け説明会 北九州市 森田俊

7/8 科学研究費助成事業実務担当者向け説明会 北九州市 今林美由紀

9/16 大学職員の新人研修 福岡市 森田俊

10/5-6 平成28年度大学経理部課長相当者研修会 神戸市 森田俊

10/14 学校法人会計実務者・管理者向けセミナー 福岡市 松添裕晃

9/8-9 大学施設見学研修会 大阪府 大神健太郎

9/30 自衛消防業務再講習 福岡市 大神健太郎

12/2 第29回九州地区私立大学環境集会 北九州市 大神健太郎

12/2 第29回九州地区私立大学環境集会 北九州市 多羅政勝

1/23 第1種電気工事士定期講習 福岡市 大神健太郎

5/19 平成28年度ﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝ基礎研修 福岡市 木下春菜

6/6-7 4つのﾎﾟﾘｼｰのﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 東京都 鈴本司

6/9 2016年度　第1回大学入試広報ｾﾐﾅｰ 福岡市 池田麻美

6/9 平成28年度私立大学等経常費補助金説明会 福岡市 白土浩太郎

6/17 2016年度大学入試結果説明会 福岡市 池田麻美

6/29-30 若き社員自己活性化ｾﾐﾅｰ 福岡市 白土浩太郎

8/2 文部科学省ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ意見交換会 東京都 鈴本司

8/25-26 日本私立大学協会九州支部中堅職員研修会 福岡市 白土浩太郎

8/26 平成29年度大学入学者選抜大学入試ｾﾝﾀｰ試験入試担当者連絡協議会 長崎県 鈴本司

8/26 平成29年度大学入学者選抜大学入試ｾﾝﾀｰ試験入試担当者連絡協議会 長崎県 池田麻美

9/5-8 平成28年度教育改革ＩＣＴ戦略大会 東京都 赤坂竜之介

9/8-9 私立大学歯学部学生生活協議会 東京都 柴尾直幸

9/16 大学職員の新人研修 福岡市 松尾優太

9/16 大学職員の新人研修 福岡市 古賀稔也

財務課

施設課

総務課

学務課
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所属 受講日 研　修　等　名 場 所 参加者

10/4 日本学生支援機構適格認定・返還指導等研修会 福岡市 松尾優太

10/31 OSCE全国説明会 東京都 赤坂竜之介

12/13 大学入試センター試験入試担当者連絡協議会 福岡市 鈴本司

12/13 大学入試センター試験入試担当者連絡協議会 福岡市 池田麻美

12/8-9 私立歯科大学協会第11回教務研修会 東京都 鈴本司

6/8-10 情報セキュリティ事故対応研修 東京都 亀井愛

7/27 ｵｰﾌﾟﾝｿｰｽｱｸｾｽﾘﾎﾟｼﾞﾄﾘ推進協会設立総会 東京都 亀井愛

8/23-24 大学情報ｾｷｭﾘﾃｨ研究講習 東京都 亀井愛

4/27 医療職員保健事務講習会 福岡市 佐藤朱理

7/8 第二回合同常置委員会 東京都 福永重智

7/29-30 平成28年度歯科大学学長・歯学部長会議および全国歯科大学歯学部附属病院長会議 東京都 福永重智

8/24 経営管理研究会 福岡市 田村明美

9/14-16 平成28年度戦略的大学連携事業職員短期研修派遣 横浜市 佐藤朱理

10/7 プレゼンテーション研修 福岡市 深川慎吾

10/14-15 附属病院管理運営事務研修会 埼玉県 多賀谷陽子

10/14-15 附属病院管理運営事務研修会 埼玉県 田村明美

11/25 リスクアセスメント研修会 北九州市 藤木明

1/26 九州国立大学病院医事業務勉強会 佐賀市 岩崎美喜子

6/8 平成28年度私立大学等経常費補助金説明会 福岡市 飯尾寛人

6/9 平成28年度私立大学等経常費補助金説明会 福岡市 牛ノ濱ちづる

6/21 平成28年度大学入学者選抜教務関係事務連絡協議会 神戸市 北園文希子

7/6 平成29年度大学入試ｾﾝﾀｰ試験福岡地区連絡会議 福岡市 楢崎進也

7/25 文教研修協議会 東京都 箱田智紀

7/25 文教研修協議会 東京都 楢崎進也

8/26 平成29年度大学入試ｾﾝﾀｰ試験入試担当者連絡協議会 長崎市 楢崎進也

医療情報室 9/7 ビジネスマナー基礎研修 福岡市 古川藍

看護大学
設置準備室

病院事務課

情報図書館課

学務課

短大事務課
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○階層別研修

対象者 研修内容 受講者数

○専門研修

対象者 研修内容 受講者数

4  考課者研修  課長・課長補佐  「人事考課のための考課者研修」
12月15日（木）

14名
第3会議室

9月27日（火）
33名

第3会議室

13名3  厚生補導研修
学務課・看護大設置
準備室・短大事務課
の主任以下の者

「学生支援について」
8月24日（水）

第3会議室

45名
(学内42名･
学外3名)第3会議室

2 若手教職員 「福岡学園が地域に及ぼす経済波及効果」

1

 SD研修

課長・課長補佐・
係長・主任

「高等教育政策の動向」
8月17日（水）

研修名 実施日時・場所

17名
第3会議室

5  若手等職員研修  2年目以上職員  「経常費補助金等について」
7月6日（水）
15:30-17:00 17名
第3会議室

6  係長・主任研修  係長・主任  「経常費補助金等について」
平成29年2月23日（木）

15:00-16:00

フォローアップ研修②
「２年目職員に求められること」等

9月13日（火）
15:00-17:10 6名

第3会議室

3  他課研修

8月1日～9月30日
のうち2日間

4名
企画課・学務課・病院
事務課・短大事務課

別表８　　平成28年度学内研修一覧

研修名 実施日時・場所

1

 採用時研修 新規採用事務職員

 「大学職員の基礎知識」等
4月1日～12日

各半日

第1･第3会議室

2
フォローアップ研修①
「実際に勤務して困っていること・難しいと
感じている こと」等

6月22日（水）
15:00-17:10 7名

第3会議室

8名

4
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　受講日 研 修 名 　主　催 場所 参加者

9/14-16 平成28年度戦略的大学連携事業職員短期研修派遣 神奈川歯科大学 神奈川 佐藤朱理

受講日 研 修 名 　主　催 場所 参加者

5/19 平成28年度ﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝ基礎研修 九州大学 福岡 長池淳

5/19 平成28年度ﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝ基礎研修 九州大学 福岡 木下春菜

9/7 ビジネスマナー基礎研修 中村学園大学 福岡 古川藍

10/7 プレゼンテーション研修 西南学院大学 福岡 古川千尋

10/7 プレゼンテーション研修 西南学院大学 福岡 石橋直美

10/7 プレゼンテーション研修 西南学院大学 福岡 深川慎吾

別表９　　平成28年度　戦略的大学連携支援事業短期研修参加者

別表１０　　平成28年度　西部地区五大学連携懇話会研修参加者
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（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

学生生徒等納付金収入 3,022,215 3,001,143 2,991,656 3,005,255 2,993,836

手 数 料 収 入 23,777 28,953 23,804 22,208 33,632

寄 付 金 収 入 40,725 64,251 56,025 100,007 62,869

補 助 金 収 入 385,796 809,882 603,708 594,644 558,493

資 産 売 却 収 入 1,066,045 1,219,790 1,026,734 400,068 12,343

付随事業・収益事業収入 466,804 475,636 469,735 454,766 465,305

医 療 収 入 1,532,248 1,616,967 1,727,717 1,800,960 1,788,993

受 取 利息 ・ 配 当金 収入 778,781 864,180 827,115 772,974 690,291

雑 収 入 224,056 247,285 212,626 171,327 236,383

借 入 金 等 収 入 0 0 0 0 0

前 受 金 収 入 511,488 440,342 424,424 432,118 574,879

そ の 他 の 収 入 9,381,107 9,676,320 4,714,553 15,272,647 4,307,367

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 945,480 △ 1,133,562 △ 1,055,829 △ 843,769 △ 912,487

小 計 16,487,562 17,311,187 12,022,268 22,183,205 10,811,904

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 550,818 652,306 730,549 927,467 1,525,916

合 計 17,038,380 17,963,493 12,752,817 23,110,672 12,337,820

人 件 費 支 出 3,453,023 3,626,828 3,835,679 3,704,807 3,917,322

教 育 研 究 経 費 支 出 1,399,907 1,428,693 1,505,085 1,532,845 1,638,811

管 理 経 費 支 出 235,897 226,962 410,415 291,137 337,568

借 入 金 等 利 息 支 出 0 0 0 0 0

借 入 金 等 返 済 支 出 0 0 0 0 0

施 設 関 係 支 出 251,120 78,056 70,695 851,009 1,607,476

設 備 関 係 支 出 293,882 556,596 735,684 183,829 363,829

資 産 運 用 支 出 10,912,490 11,260,554 5,326,494 14,893,893 3,708,071

そ の 他 の 支 出 301,346 470,194 436,728 502,689 380,037

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 461,591 △ 414,939 △ 495,430 △ 375,453 △ 427,792

小 計 16,386,074 17,232,944 11,825,350 21,584,756 11,525,322

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 652,306 730,549 927,467 1,525,916 812,498

合 計 17,038,380 17,963,493 12,752,817 23,110,672 12,337,820

※平成26年度以前の決算額は、新会計基準に組み替えて表示。

別表１１ 資金収支推移

科　 　目

支

出

の

部

収

入

の

部
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（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

学 生 生 徒 等 納 付 金 （ア） 3,022,215 3,001,143 2,991,656 3,005,255 2,993,836

手 数 料 23,777 28,953 23,804 22,208 33,632

寄 付 金 （イ） 38,502 47,958 57,085 105,150 68,539

経 常 費 等 補 助 金 （ウ） 347,138 589,706 432,138 558,950 524,331

付 随 事 業 収 入 466,804 475,636 469,735 454,766 465,305

医 療 収 入 1,532,248 1,616,967 1,727,717 1,800,960 1,788,993

雑 収 入 224,227 247,474 220,121 174,479 243,856

教 育 活 動 収 入 計 （エ） 5,654,911 6,007,837 5,922,256 6,121,768 6,118,492

人 件 費 （オ） 3,307,536 3,518,941 3,812,485 3,702,812 3,907,636

教 育 研 究 経 費 （カ） 1,887,072 1,930,232 2,031,312 2,121,471 2,216,197

う ち 、 減 価 償 却 額 （キ） 486,617 501,123 525,114 582,489 564,605

管 理 経 費 （ク） 266,221 256,788 498,278 320,160 372,760

う ち 、 減 価 償 却 額 （ケ） 28,497 29,774 28,696 29,336 35,467

徴 収 不 能 額 等 264 237 512 2,622 214

教 育 活 動 支 出 計 （コ） 5,461,093 5,706,198 6,342,587 6,147,065 6,496,807

（サ） 193,818 301,639 △ 420,331 △ 25,297 △ 378,315

受 取 利 息 ・ 配 当 金 778,781 864,180 827,115 772,974 690,291

その他の教育活動外収入 0 0 0 0 0

教 育 活 動 外 収 入 計 （シ） 778,781 864,180 827,115 772,974 690,291

借 入 金 等 利 息 （ス） 0 0 0 0 0

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教 育 活 動 外 支 出 計 （セ） 0 0 0 0 0

（ソ） 778,781 864,180 827,115 772,974 690,291

（タ） 972,599 1,165,819 406,784 747,677 311,976

資 産 売 却 差 額 0 0 0 0 231

うち、有価証券売却差額 0 0 0 0 0

そ の 他 の 特 別 収 入 51,629 243,380 183,437 50,554 51,438

うち、寄付金・現物寄付 （チ） 12,970 23,204 11,867 14,860 16,921

うち、施設設備補助金 （ツ） 38,659 220,176 171,570 35,694 34,162

特 別 収 入 計 51,629 243,380 183,437 50,554 51,669

資 産 処 分 差 額 15,302 33,457 15,412 12,276 25,029

うち、有価証券処分差額 0 0 0 0 0

そ の 他 の 特 別 支 出 0 0 0 916 245

特 別 支 出 計 15,302 33,457 15,412 13,192 25,274

36,327 209,923 168,025 37,362 26,395

　基本金組入前当年度収支差額 （テ） 1,008,926 1,375,742 574,809 785,039 338,371

　基 本 金 組 入 額 合 計 （ト） △ 2,745,421 △ 2,126,424 △ 1,192,528 △ 1,347,233 △ 2,337,707

△ 332,811 △ 412,844 △ 565,658 △ 711,803 △ 1,729,636

△ 600,000 0 △ 600,000 △ 600,000 △ 600,000

△ 1,812,610 △ 1,713,580 △ 26,870 △ 35,430 △ 8,071

0 0 0 0 0

　当 年 度 収 支 差 額 △ 1,736,495 △ 750,682 △ 617,719 △ 562,194 △ 1,999,336

　前 年 度 繰 越 収 支 差 額 3,106,283 1,555,663 805,584 196,945 △ 183,390

　基 本 金 取 崩 額 185,875 603 9,080 181,859 0

　翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 1,555,663 805,584 196,945 △ 183,390 △ 2,182,726

※平成26年度以前の決算額は、新会計基準に組み替えて表示。

（参考）

（ナ） 6,485,321 7,115,397 6,932,808 6,945,296 6,860,452

（ニ） 5,476,395 5,739,655 6,357,999 6,160,257 6,522,081

（ 第 ４ 号 基 本 金 組 入 額 ）

事
業
活
動

収
入
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

（ 第 １ 号 基 本 金 組 入 額 ）

（ 第 ２ 号 基 本 金 組 入 額 ）

教 育 活 動 外 収 支 差 額

事
業
活
動

収
入
の
部

（ 第 ３ 号 基 本 金 組 入 額 ）

事 業 活 動 収 入 計

事 業 活 動 支 出 計

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

教 育 活 動 収 支 差 額

教
育
活
動
外
収
支

特 別 収 支 差 額

特
別
収
支

経 常 収 支 差 額

別表１２　　事業活動収支推移

科    目

教
育
活
動
収
支
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（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　固　　定　　資　　産 （a） 57,267,347 58,110,972 58,534,414 58,784,761 59,935,879

（g） 11,273,345 11,355,175 11,222,020 11,709,660 13,123,297

　うち、土地 2,853,955 2,853,955 2,794,827 2,794,827 2,794,827

　うち、建物 5,120,866 4,918,709 4,745,710 4,653,158 6,623,834

　うち、構築物 172,542 201,634 190,422 180,281 253,299

　うち、教育研究用機器備品 1,493,114 1,722,685 1,781,899 1,640,670 1,653,676

（h） 44,467,599 46,181,179 46,808,049 46,412,339 45,520,550

　うち、減価償却引当特定資産 （i） 8,000,000 8,000,000 8,000,000 8,000,000 8,000,000

　うち、退職給与引当特定資産 （j） 1,663,500 1,663,500 1,663,500 1,663,500 1,663,500

1,526,403 574,618 504,345 662,762 1,292,032

　うち、有価証券 （k） 1,454,251 507,255 103,191 329,133 1,017,022

　流　  動　  資　  産 （b） 1,112,043 1,424,923 1,593,187 1,981,824 1,348,051

　うち、現金・預金 （l） 652,306 730,549 927,467 1,525,916 812,498

 資 産 の 部 合 計 （A） 58,379,390 59,535,895 60,127,601 60,766,585 61,283,930

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　固　　定　　負　　債  （c） 1,557,038 1,428,039 1,381,913 1,374,951 1,357,791

　うち、長期未払金 （m） 17,898 8,656 2,181 0 0

　うち、退職給与引当金 （n） 1,517,929 1,410,042 1,379,732 1,374,951 1,357,791

　流　　動　　負　　債  （d） 1,091,086 1,000,848 1,063,871 924,779 1,120,913

　うち、未払金 （o） 438,479 391,562 471,061 333,501 391,220

　うち、前受金 （p） 497,108 449,682 433,764 432,118 574,879

　うち、預り金 （q） 155,499 159,604 159,046 159,160 154,814

 負 債 の 部 合 計　　 （B） 2,648,124 2,428,887 2,445,784 2,299,730 2,478,704

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（e） 54,175,603 56,301,424 57,484,872 58,650,245 60,987,952

(ｱ) 第 １ 号 基 本 金 22,371,504 22,783,745 23,340,323 23,870,266 25,599,902

(ｲ) 第 ２ 号 基 本 金 9,622,009 9,622,009 10,222,009 10,822,009 11,422,009

(ｳ) 第 ３ 号 基 本 金 21,762,090 23,475,670 23,502,540 23,537,970 23,546,041

(ｴ) 第 ４ 号 基 本 金 420,000 420,000 420,000 420,000 420,000

（f） 1,555,663 805,584 196,945 △ 183,390 △ 2,182,726

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 1,555,663 805,584 196,945 △ 183,390 △ 2,182,726

（C） 55,731,266 57,107,008 57,681,817 58,466,855 58,805,226

（D） 58,379,390 59,535,895 60,127,601 60,766,585 61,283,930

※平成26年度以前の決算額は、新会計基準に組み替えて表示。

《参考》

（E） 11,246,386 11,510,460 11,796,806 11,918,538 12,290,077

（F） 106,401 35,274 14,069 28,780 26,886

（G） 18,080,107 18,395,119 18,902,959 18,716,665 21,100,956

　その他の固定資産

　有 形 固 定 資 産

　特  定  資  産

　純　資　産　の　部

減価償却額の累積額の合計額 

基  本  金  未  組  入  額 

　負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

　基　　　本　　　金　

　繰 越 収 支 差 額 

　純 資 産 の 部 合 計 

科　　　　目

科　　　　目

科　　　　目

減価償却資産取得価額 

　資　産　の　部

　負　債　の　部

別表１３　　貸借対照表推移
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（１）貸借対照表関係比率

No. 評価 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

固 定 資 産 （a）

総 資 産 （A）

有 形 固 定 資 産 （g）

総 資 産 （A）

特 定 資 産 （h）

総 資 産 （A）

流 動 資 産 （b）

総 資 産 （A）

固 定 負 債 （c）

総 負 債 + 純 資 産 （B）+（C）

流 動 負 債 （d）

総 負 債 + 純 資 産 （B）+（C）

運 用 資 産 - 総 負 債 （ｌ+h+ｋ）-（B）

総 資 産 （A）

運 用 資 産 - 外 部 負 債 （ｌ+h+ｋ）-（m+o+q）

経 常 支 出 （コ）+（セ）

純 資 産 （C）

総 負 債 + 純 資 産 （B）+（C）

繰 越 収 支 差 額 （f）

総 負 債 + 純 資 産 （B）+（C）

固 定 資 産 （ａ）

純 資 産 （C）

固 定 資 産 （a）

純 資 産 + 固 定 負 債 （C）+（c）

流 動 資 産 （ｂ）

流 動 負 債 （d）

総 負 債 （B）

総 資 産 （A）

総 負 債 （B）

純 資 産 （C）

現 金 預 金 （ｌ）

前 受 金 （p）

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産 （j）

退 職 給 与 引 当 金 （n）

基 本 金 （e）

基 本 金 要 組 入 額 （e）+（F）

減 価 償 却 累 計 額
（ 図 書 を 除 く ） （E）
減 価 償 却 資 産 取 得 価 額
（ 図 書 を 除 く ）

（G）

運 用 資 産 （ｌ）+（h）+（ｋ）

要 積 立 額 （n）+ｲ+ｳ+（E）

（注） １．評価 ： △高い値が良い　　▼低い値が良い　　～どちらともいえない　　（日本私立学校振興・共済事業団 『今日の私学財政』を参考に記載。）

2．運用資産 ＝ 現金預金 + 特定資産 + 有価証券

3．要積立額 ＝ 減価償却累計額 + 退職給与引当金 + 2号基本金 + 3号基本金
4．外部負債は、借入金・学校債・未払金等の外部に返済を迫られるもの。

19

20

有形固定資産構成比率

13

14

15

16

17

18

1

2

3

4

5

6

10

11

12

7

8

9

3.9%

353.1%

121.0%

97.8%

比　率　名

固 定 資 産 構 成 比 率 96.7%▼ 98.1% 97.6% 97.4%

▼

特 定 資 産 構 成 比 率

21.4%

77.6% 77.8%

18.7%19.3% 19.1% 19.3%

76.4%

3.3%流 動 資 産 構 成 比 率

74.3%76.2%

1.9% 2.4%

2.3%

2.6% 2.2%

2.7% 2.4% 2.3%固 定 負 債 構 成 比 率

1.9% 1.7%

2.2%

内 部 留 保 資 産 比 率

1.8%1.5%

75.6%75.6% 75.5%

1.8%流 動 負 債 構 成 比 率

運 用 資 産 余 裕 比 率

73.2%75.2%

純 資 産 構 成 比 率

841.6% 744.3% 720.4%777.2%821.2%

96.0%96.2%95.5% 95.9% 95.9%

2.7% 1.4%△

固 定 比 率

△ 3.6%△ 0.3%

100.5%101.8%

0.3%繰越収支差額構成比率

▼

固 定 長 期 適 合 率

101.9%102.8%

▼

101.5%

流 動 比 率

100.0% 99.1% 99.6%98.2%99.3%

120.3%214.3%101.9% 142.4% 149.8%

4.5% 4.1%総 負 債 比 率

負 債 比 率

4.0%

4.8% 4.2%

4.1% 3.8%

4.3%

141.3%162.5%前 受 金 保 有 率

4.2%

退職給与引当特定資産
保 有 率

131.2% 213.8%

△

109.6% 118.0% 120.6% 122.5%

減 価 償 却 比 率

100.0%

62.2%

99.8% 99.9%

62.4%

100.0%

63.7%

基 本 金 比 率 100.0%

積 立 率

58.2%62.6%

105.5% 103.0% 102.0% 97.4%101.3%

算　　出　　方　　法

△

△

△

別表１４　　財務比率推移（2 - ①）
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△

▼

▼

△

▼

▼

△

△
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△
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No. 評価 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

人 件 費 （オ）

経 常 収 入 （エ）+（シ）

人 件 費 （オ）

学 生 生 徒 等 納 付 金 （ア）

教 育 研 究 経 費 （カ）

経 常 収 入 （エ）+（シ）

管 理 経 費 （ク）

経 常 収 入 （エ）+（シ）

借 入 金 等 利 息 （ス）

経 常 収 入 （エ）+（シ）

基 本 金 組 入 前
当 年 度 収 支 差 額 （テ）

事 業 活 動 収 入 （ナ）

事 業 活 動 支 出 （ニ）

事業活動収入－基本金組入額 （ナ）-（ト）

学 生 生 徒 等 納 付 金 （ア）

経 常 収 入 （エ）+（シ）

寄 付 金 （イ）+（チ）

事 業 活 動 収 入 （ナ）

教 育 活 動 収 支 の 寄 付 金 （イ）

経 常 収 入 （エ）+（シ）

補 助 金 （ウ）+（ツ）

事 業 活 動 収 入 （ナ）

教 育 活 動 収 支 の 補 助 金 （ウ）

経 常 収 入 （エ）+（シ）

基 本 金 組 入 額 （ト）

事 業 活 動 収 入 （ナ）

減 価 償 却 額 （キ）+（ケ）

経 常 支 出 （コ）+（セ）

経 常 収 支 差 額 （タ）

経 常 収 入 （エ）+（シ）

教 育 活 動 収 支 差 額 （サ）

教 育 活 動 収 入 計 （エ）

（注） １．評価 ： △高い値が良い　　▼低い値が良い　　～どちらともいえない　　（日本私立学校振興・共済事業団 『今日の私学財政』を参考に記載。）

2．経常収入 ＝ 教育活動収入計 + 教育活動外収入計

3．経常支出 ＝ 教育活動支出計 + 教育活動外支出計

4．寄付金、補助金には、それぞれ特別収支の施設設備寄付金・現物寄付、施設設備補助金を含む。

11

12

13

5

6

7

14

比　率　名

8

9

10

1

（２）事業活動収支計算書関係比率

2

3

4

10.0%

43.6%

1.7%

1.5%

8.6%

8.1%

19.4%

事業活動収支差額比率

53.7%51.4%人 件 費 比 率 56.5%

人 件 費 依 存 比 率

57.4%

109.4% 117.3%

51.2%

教 育 研 究 経 費 比 率

130.5%127.4%

32.5%30.8%

123.2%

7.4% 5.5%

29.3% 28.1% 30.1%

管 理 経 費 比 率 4.6%4.1% 3.7%

借 入 金 等 利 息 比 率 0.0%0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

基本金組入後収支比率

4.9%15.6% 19.3% 8.3% 11.3%

146.4% 110.0%115.0% 110.8%

学生生徒等納付金比率

144.2%

47.0% 43.7% 44.3%

0.7% 0.8% 1.0%

44.0%

1.0%

経 常 寄 付 金 比 率

1.2%1.0%寄 付 金 比 率 △

0.6%△

△

0.8%

8.1%補 助 金 比 率 5.9% 11.4% 8.7%

△

基 本 金 組 入 率

7.7%経 常 補 助 金 比 率

42.3% 29.9% 17.2%

6.4%5.4% 8.6%

9.3% 8.7% 9.2%減 価 償 却 額 比 率

34.1%

10.8%経 常 収 支 差 額 比 率

9.4%

4.6%

教育活動収支差額比率

15.1% 17.0% 6.0%

△ 6.2%△ 0.4%△ 7.1%5.0%3.4%

算　　出　　方　　法

▼

▼

△

▼

▼

△

～

△

△

別表１４　　財務比率推移（2 - ②）
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学生生徒等納付金 

43.6% 

手数料 

0.5% 

寄付金 

1.0% 

経常費等補助金 

7.6% 

付随事業収入 

6.8% 

医療収入 

26.1% 

雑収入 

3.6% 

受取利息・配当金 

10.1% 

その他の特別収入 

0.7% 

28年度事業活動収入構成比率 

別表１５ 

人件費 

57.0% 教育研究経費 

32.3% 

管理経費 

5.4% 

資産処分 

差額等 

0.4% 

事業活動 

収支差額 

4.9% 

28年度事業活動収入に対する事業活動支出構成比率 

〔事業活動収入構成比率〕

科　目

学生生徒等納付金 43.6 (43.3)

手数料 0.5 (0.3)

寄付金 1.0 (1.5)

経常費等補助金 7.6 (8.1)

付随事業収入 6.8 (6.6)

医療収入 26.1 (25.9)

雑収入 3.6 (2.5)

受取利息・配当金 10.1 (11.1)

その他の特別収入 0.7 (0.7)

事業活動収入（Ａ） 100.0 (100.0)

※（　　）内は平成27年度決算の構成比率

構成比率(％)

〔事業活動収入に対する事業活動支出構成比率〕

科　目

人件費 57.0 (53.3)

教育研究経費 32.3 (30.6)

管理経費 5.4 (4.6)

資産処分差額等 0.4 (0.2)

事業活動支出（Ｂ） 95.1 (88.7)
基本金組入前当年度収支差額
　（事業活動収支差額　Ａ－Ｂ） 4.9 (11.3)

合　計 100.0 (100.0)
※（　　）内は平成27年度決算の構成比率

構成比率(％)
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